
 

 

平成 16 年 12 月 17 日 

 

各  位 

 

会社名  株式会社 新生銀行 

代表者名 代表執行役会長兼社長 八城 政基 

（コード番号：8303 東証第一部） 

 

 

 

当行連結子会社（株式会社アプラス）の過年度有価証券報告書等の一部訂正に関するお知らせ 

 

 

 

当行連結子会社である株式会社アプラスは、別添資料のとおり、過年度有価証券報告書等および過

年度決算短信・中間決算短信（連結・個別）の内容について一部訂正を行いましたのでお知らせいた   

します。 

 

 

 

 
以 上 

 

 

 

 
 

N E W S  R E L E A S E



平成１６年１２月１７日

各 位

会 社 名 株 式 会 社 ア プ ラ ス

代 表 者 氏 名 取 締 役 社 長 杉 山 淳 二

（コード番号 ８ ５ ８ ９ 大 証 第 一 部 ）

本 社 事 務 所 大阪市中央区南船場四丁目１番９号

問 合 せ 先 執 行 役 員 籠 谷 修 司

TEL (06)-6245-7952(直通)

過年度有価証券報告書等および過年度決算短信・中間決算短信（連結･個別）

の内容の一部訂正について

１．有価証券報告書等の訂正について

(1)会計処理方法等の変更に伴う訂正

当社は、平成 16年 9月に対外発表いたしましたとおり、株式会社新生銀行と全面的な業務・資本提携を
行い、同行の子会社となりました。

これに伴い平成17年3月期中間期におきまして、会計処理方法等の変更を行い、過年度分に関しまして、
今般その整合性を確認いたしました結果、営業収益、営業利益、経常利益および特別利益の開示について、

訂正する箇所がありましたので、平成 14年 3月期中間期から平成 16年 3月期までの過年度分の有価証券
報告書および半期報告書の記載内容につきまして訂正を行い、本日付で関東財務局へ訂正報告書を提出い

たしました。

(2)株式等の状況の訂正に伴う訂正

株式等の状況の訂正に伴い本日付で有価証券報告書の訂正報告書を提出いたしました。

①訂正する有価証券報告書

第４８期有価証券報告書（平成 15年４月１日～平成 16年 3月 31日）

②訂正箇所

企業情報 第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況

（４）所有者別状況

（５）大株主の状況

③訂正内容（訂正内容詳細は別紙１、２ご参照）

「大株主の状況」について、第５位に記載のＵＦＪ信託銀行株式会社を同社の子会社であります

ＵＦＪトラストエクイティ株式会社へ訂正するとともに、これに関連して「大株主の状況」および「所

有者別状況」に関する注記を追加するものであります。

④経緯

当社は、平成 16年 11月 17日付で関東財務局長より要請された「有価証券報告書等の記載に係る
自主的な点検について」に従い、有価証券報告書および半期報告書の点検を実施いたしました。その

結果、上記について、事実と異なる記載が行われていたことが判明いたしましたので、訂正報告書を

提出したものであります。

当社は、従来株主名簿上の保有者でありますＵＦＪ信託銀行株式会社およびその株数を有価証券報

告書に記載しておりました。しかしながら、平成 15年 12月 2日付けの大量保有報告書を受領してお
り、実質株主が変更していたにもかかわらずこれを見過ごしていたことが判明いたしました。

本件につきましては、結果として誤った開示を行っておりましたことをお詫び申し上げますととも

に、今後は再発防止に努めてまいる所存であります



２．過年度決算短信・中間決算短信（連結・個別）の内容の一部訂正について

過年度分の有価証券報告書等の訂正に行い、下記の決算短信および中間決算短信（連結・個別）の記載

事項に関して別紙の通り一部訂正するものであります。

なお、訂正箇所は を付しております。

なお本訂正に伴う該当年度の当期純利益の変更はございません。また、当期（平成 17年 3月期）につき
ましては、さる 11月 26日に発表いたしました平成 17年 3月期中間決算内容および平成 17年 3月期通期
の業績予想に変更はございません。

該当の決算期 公表日

平成 14年 3月期中間期（平成 13年 4月１日～平成 13年 9月 30日） 平成 13年 11月 22日
平成 14年 3月期 （平成 13年 4月 1日～平成 14年 3月 31日） 平成 14年 5月 24日
平成 15年 3月期 （平成 14年 4月 1日～平成 15年 3月 31日） 平成 15年 5月 23日
平成 16年 3月期 （平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日） 平成 16年 5月 21日

以 上



別紙 1

１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
平成16年6月30日に提出いたしました、第48期(自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日)の有価証券報

告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、証券取引法第 24 条の 2 第 1 項の規定に基づき、これを訂正するた

め有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

２【訂正事項】

第一部 企業情報

第４ 提出会社の状況

１ 株式等の状況
(4) 所有者別状況

(5) 大株主の状況

３【訂正箇所】
訂正箇所は＿＿を付して表示しております。

第一部【企業情報】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】
(4) 【所有者別状況】

（訂正前）

(注) 1. 自己株式 41,864株は「個人その他」に 83単元、「単元未満株式の状況」に 364株含まれております。

なお、自己株式 41,864株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は

38,864株であります。

2. 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が、47単元含まれております。

（訂正後）

(注) 1. 自己株式 41,864株は「個人その他」に 83単元、「単元未満株式の状況」に 364株含まれております。

なお、自己株式 41,864株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は

38,864株であります。

2. 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が、47単元含まれております。

3. 「金融機関」の欄には、ＵＦＪ信託銀行株式会社名義の株式4,482単元が含まれており、その実質所有

者は、同社の子会社であるＵＦＪトラストエクイティ株式会社であります。



別紙 2
(5) 【大株主の状況】

① 普通株式

（訂正前）

平成16年3月31日現在

氏 名 又は 名 称 住 所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合 (％)

三信株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目6番1号 4,083 6.39

株式会社ＵＦＪビジネスファイナンス 東京都新宿区西新宿一丁目6番1号 3,906 6.11

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦三丁目21番24号 3,284 5.14

東洋プロパティ株式会社 東京都港区虎ノ門一丁目4番2号 2,676 4.19

ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番3号 2,241 3.50

モルガン．スタンレー．アンド．
カンパニー．インターナショナル．
リミテッド

25 CABOT SQUARE, CANARY WILARF,
LONDON E14 4QA ENGLAND

2,000 3.13

(常任代理人 モルガン・スタンレー証
券会社 東京支店)

(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番3号)

今橋地所株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目1番1号 1,981 3.10

オークラヤ住宅株式会社 東京都新宿区西新宿七丁目8番10号 1,981 3.10

ニュー・オリエント・エキスプレス株

式会社
東京都港区新橋二丁目12番15号 1,456 2.28

ＴＩＳ株式会社 東京都港区海岸一丁目14番5号 1,449 2.26

計 ――――― 25,059 39.23

(注) ニュー・オリエント・エキスプレス株式会社は、平成16年5月1日に社名を変更し、株式会社エヌオーイーとなり

ました。

（訂正後）

平成16年3月31日現在

氏 名 又は 名 称 住 所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合 (％)

三信株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目6番1号 4,083 6.39

株式会社ＵＦＪビジネスファイナンス 東京都新宿区西新宿一丁目6番1号 3,906 6.11

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦三丁目21番24号 3,284 5.14

東洋プロパティ株式会社 東京都港区虎ノ門一丁目4番2号 2,676 4.19

ＵＦＪトラストエクイティ株式会社 東京都中央区日本橋小網町7番2号 2,241 3.50

モルガン．スタンレー．アンド．
カンパニー．インターナショナル．
リミテッド

25 CABOT SQUARE, CANARY WILARF,
LONDON E14 4QA ENGLAND

2,000 3.13

(常任代理人 モルガン・スタンレー証
券会社 東京支店)

(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番3号)

今橋地所株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目1番1号 1,981 3.10

オークラヤ住宅株式会社 東京都新宿区西新宿七丁目8番10号 1,981 3.10

ニュー・オリエント・エキスプレス株

式会社
東京都港区新橋二丁目12番15号 1,456 2.28

ＴＩＳ株式会社 東京都港区海岸一丁目14番5号 1,449 2.26

計 ――――― 25,059 39.24

(注) 1.ニュー・オリエント・エキスプレス株式会社は、平成16年5月1日に社名を変更し、株式会社エヌオーイーとなり

ました。

2.ＵＦＪトラストエクイティ株式会社の所有株式数2,241千株は、同社の親会社であるＵＦＪ信託銀行株式会社が

自社名義で所有している株式2,241,331株のうち単元未満株（331株）を除いたものであり、同社が実質的に所有

しているものであります。



【主な経営成績および財政状況の推移（訂正前および訂正後）】

（１）通期
　　＜連結＞ （単位：百万円）

訂正前 訂正後 訂正前 訂正後 訂正前 訂正後

営 業 収 益 104,882 100,178 106,255 100,657 107,095 107,308

営 業 利 益 2,229 △ 2,474 2,268 △ 3,329 3,438 3,652

経 常 利 益 2,372 △ 2,331 2,472 △ 3,125 3,908 4,121

特 別 利 益 102,717 107,420 - 5,598 2,434 2,434

特 別 損 失 141,478 141,478 - - 2,033 2,246

当 期 純 利 益 △ 21,225 △ 21,225 706 706 1,483 1,483

1 株 当 た り
当 期 純 利 益

△ 166.20円 △ 166.20円 11.07円 11.07円 23.24円 23.24円

株 主 資 本
当期純利益率

-76.5% -76.5% 2.3% 2.3% 3.1% 3.1%

総 資 本
経 常 利 益 率

0.1% - 0.1% - 0.2% 0.2%

営 業 収 益
経 常 利 益 率

2.3% - 2.3% - 3.6% 3.8%

　　＜個別＞ （単位：百万円）

訂正前 訂正後 訂正前 訂正後 訂正前 訂正後

営 業 収 益 102,407 97,703 103,634 98,036 106,604 106,818

営 業 利 益 2,544 △ 2,159 2,105 △ 3,492 3,026 3,239

経 常 利 益 2,545 △ 2,158 2,109 △ 3,488 3,054 3,267

特 別 利 益 102,761 107,464 - 5,598 2,434 2,434

特 別 損 失 141,478 141,478 - 2,109 2,033 2,246

当 期 純 利 益 △ 21,181 △ 21,181 418 418 753 753

1 株 当 た り
当 期 純 利 益

△ 165.86円 △ 165.86円 6.56円 6.56円 11.81円 11.81円

株 主 資 本
当期純利益率

-76.4% -76.4% 1.3% 1.3% 1.6% 1.6%

総 資 本
経 常 利 益 率

0.1% - 0.1% - 0.2% 0.2%

営 業 収 益
経 常 利 益 率

2.5% - 2.0% - 2.9% 3.0%

（２）中間期
　　＜連結＞ （単位：百万円） 　　　　　　　　　＜個別＞ （単位：百万円）

訂正前 訂正後 訂正前 訂正後

営 業 収 益 57,994 53,290 営 業 収 益 56,866 52,163

営 業 利 益 2,507 △ 2,196 営 業 利 益 2,529 △ 2,174

経 常 利 益 2,640 △ 2,063 経 常 利 益 2,535 △ 2,168

特 別 利 益 - 4,703 特 別 利 益 - 4,703

特 別 損 失 - - 特 別 損 失 - -

中 間 純 利 益 1,500 1,500 中 間 純 利 益 1,393 1,393

1 株 当 た り
中 間 純 利 益

11.75円 11.75円
1 株 当 た り
中 間 純 利 益

10.91円 10.91円

平成13年9月中間期平成13年9月中間期

平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期

平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期



【 変更前 】
平成１３年１１月２２日

平成１４年３月期 中間決算短信（連結）

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上 場 取 引 所 大証(市場第一部)
コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府
問 合 せ 先 責任者役職名 経理部長

氏 名 上 野 栄 三 ＴＥＬ (06) 6245 - 7956 (直通)
決算取締役会開催日 平成１３年１１月２２日
米国会計基準採用の有無 無
１．１３年９月中間期の連結業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）
（１）連結経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１３年９月中間期 ５７，９９４ （ １２．９） ２，５０７ （ ３９．９） ２，６４０ （ ４３．１）

１２年９月中間期 ５１，３７９ （ △１２.４） １，７９１ （ １１３．３） １，８４５ （ １０６．６）

１３年３月期 １０６，２９０ ４，０１４ ４，３１９

中間（当期）純利益
１ 株 当 た り

中間（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

１３年９月中間期 １,５００ （ ― ） １１ ７５ ― ―

１２年９月中間期 △２０,６７８ （ ― ） △１６１ ９１ ― ―

１３年３月期 △２１,６５１ △１６９ ５４ ― ―

(注) 1. 持分法投資損益 １３年９月中間期 １３１ 百万円 １２年９月中間期 ８５ 百万円 １３年３月期 ２４３ 百万円

2.
１３年９月中間期 １２７,７１４,４７４株

期中平均株式数(連結)  １２年９月中間期 １２７,７１０,９５１株
１３ 年 ３ 月 期 １２７,７１２,００４株

3. 会計処理方法の変更 無

4. 営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１３年９月中間期 ２,０８０,９０５ ３９,５４６ １.９ ３０９ ６４

１２年９月中間期 ２,０５１,７９７ ４１,４４８ ２.０ ３２４ ５５

１３年３月期 ２,０５７,７８９ ３８,４８５ １.９ ３０１ ３５

(注)
１３年９月中間期 １２７,７１８,４９４株

期末発行済株式数(連結)  １２年９月中間期 １２７,７０８,３４８株
１３ 年 ３ 月 期 １２７,７１０,４５５株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による

キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

１３年９月中間期 ４５,０４８ △２,８６４ △１０,１３３ １５０,４９３

１２年９月中間期 ２３,７１１ △３,８３２ １４,９９７ １２１,２６６

１３年３月期 ３０,９９４ △３,９０３ ４,８５２ １１８,３７８

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 8社 持分法適用非連結子会社数 ― 社 持分法適用関連会社数 2社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） ― 社 （除外） ― 社 持分法（新規） ― 社（除外） ― 社

２．１４年３月期の連結業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

通 期 １１０,０００ ３,５００ ２,０００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） １５ 円 ６６ 銭

- 1 -



【 変更後 】
平成１３年１１月２２日

平成１４年３月期 中間決算短信（連結）

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上 場 取 引 所 大証(市場第一部)
コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府
問 合 せ 先 責任者役職名 経理部長

氏 名 上 野 栄 三 ＴＥＬ (06) 6245 - 7956 (直通)
決算取締役会開催日 平成１３年１１月２２日
米国会計基準採用の有無 無
１．１３年９月中間期の連結業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）
（１）連結経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１３年９月中間期 ５３，２９０ （ ３．７） △２，１９６ （ ― ） △２，０６３ （ ― ）

１２年９月中間期 ５１，３７９ （ △１２.４） １，７９１ （ １１３.３） １，８４５ （ １０６.６）

１３年３月期 １０６，２９０ ４，０１４ ４，３１９

中間（当期）純利益
１ 株 当 た り

中間（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

１３年９月中間期 １,５００ （ ― ） １１ ７５ ― ―

１２年９月中間期 △２０,６７８ （ ― ） △１６１ ９１ ― ―

１３年３月期 △２１,６５１ △１６９ ５４ ― ―

(注) 1. 持分法投資損益 １３年９月中間期 １３１ 百万円 １２年９月中間期 ８５ 百万円 １３年３月期 ２４３ 百万円

2.
１３年９月中間期 １２７,７１４,４７４株

期中平均株式数(連結)    １２年９月中間期 １２７,７１０,９５１株
１３ 年 ３ 月 期 １２７,７１２,００４株

3. 会計処理方法の変更 有

4. 営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１３年９月中間期 ２,０８０,９０５ ３９,５４６ １.９ ３０９ ６４

１２年９月中間期 ２,０５１,７９７ ４１,４４８ ２.０ ３２４ ５５

１３年３月期 ２,０５７,７８９ ３８,４８５ １.９ ３０１ ３５

(注)
１３年９月中間期 １２７,７１８,４９４株

期末発行済株式数(連結)  １２年９月中間期 １２７,７０８,３４８株
１３ 年 ３ 月 期 １２７,７１０,４５５株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による

キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

１３年９月中間期 ４５,０４８ △２,８６４ △１０,１３３ １５０,４９３

１２年９月中間期 ２３,７１１ △３,８３２ １４,９９７ １２１,２６６

１３年３月期 ３０,９９４ △３,９０３ ４,８５２ １１８,３７８

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 8社 持分法適用非連結子会社数 ― 社 持分法適用関連会社数 2社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） ― 社 （除外） ― 社 持分法（新規） ― 社（除外） ― 社

２．１４年３月期の連結業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

通 期 １１０,０００ ３,５００ ２,０００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） １５ 円 ６６ 銭
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【 変更前 】

経 営 成 績

１．当中間期の概況

当中間期のわが国経済は、景気の不透明感を背景とする企業収益や設備投資の低下を受け、個人消費や株式市場の

低迷などから引き続き景況感は好転せず、大変厳しい状況で推移いたしました。

このような中でグループの中核をなす当社は、第三次中期経営計画「アクティブ２１」の最終年度を迎え、個人向

けマーケットを対象にしたショッピングクレジット事業およびカード事業の２つの重点分野を推進するとともに、良

質な営業債権の積み上げによる債権内容の更なる健全化をはかってまいりました。

ショッピングクレジット事業につきましては、当社基幹商品でありますオートクレジットの推進および強化のため

に、全国５ヵ店目となりますオートクレジット取扱い専門店を新規出店するとともに、自動車用品販売業者等との新

規提携や新たな金融商品の開発を行ってまいりました。

カード事業につきましては、信販業界初となるロードサービス機能を一体化したＥＴＣ専用カード（有料道路での

「ノンストップ自動料金支払いシステム」対応型カード）の発行やレジャー関連サービス等の会員特典を拡大するこ

とによるカード顧客へのサービス提供の更なる充実をはかってまいりました。また、リスクマネジメントの強化を目

的として、クレジットカード不正利用検知システム「ファルコン」を導入いたしました。

上記のほか、集金代行を中心としたネットワーク関連事業につきましては、「回収事務支援サービス」を中心に集

金代行業務の拡大をはかる一方、電子商取引の活発化に伴い、インターネットショッピングにてショッピングクレ

ジットの利用が可能となる等の新サービスの提供を行ってまいりました。

良質な営業債権の積み上げによる債権内容の更なる健全化につきましては、引き続き審査機能の向上に取り組むと

ともに、コンプライアンス委員会等による加盟店管理体制の強化をはかってまいりました。

２．当中間期の業績

(1) 業績の概要

当中間期の連結ベースの業績は、ショッピングクレジット事業およびカード事業を中心に営業推進をはかっ

てまいりました結果、取扱高は、８，１１８億８３百万円（前中間期比７．１％増）となりました。営業収益

は５７９億９４百万円（前中間期比１２．９％増）となり、不良債権の最終処理の促進等による貸倒引当金繰

り入れの増加により、経常損失は２６億４０百万円（前中間期比４３．１％増）となり、中間純利益は１５億

円となりました。

(2) 配当について

当社の当中間期の配当につきましては、財務体質の強化の観点から誠に遺憾ながら引き続き無配とさせてい

ただく所存であります。

(3) 部門別の業績

① ショッピングクレジット事業

ショッピングクレジット事業につきましては、オートクレジットを中心に順調に推移したことにより、個品

あっせん部門の取扱高は１，２６５億１３百万円（前中間期比８．５％増）となりました。また、信用保証部

門の取扱高につきましては、生損保等との提携ローンの増加により、２，２７９億６９百万円（前中間期比６．

０％増）となりました。

② カード事業

カード事業につきましては、カードショッピングの増加により、総合あっせん部門の取扱高は、

５８４億３４百万円（前中間期比４．２％増）となりました。また、個人向け融資であるカードキャッシング

が順調に推移したことなどにより、融資部門の取扱高は、１，０７６億４０百万円（前中間期比１２．７％増）

となりました。

③ ネットワーク関連事業

ネットワーク関連事業につきましては、引き続き集金代行業務が順調に推移したことにより、その他部門の

取扱高は２，９１３億２４百万円（前中間期比５．９％増）となりました。
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【 変更後 】

経 営 成 績

１．当中間期の概況

当中間期のわが国経済は、景気の不透明感を背景とする企業収益や設備投資の低下を受け、個人消費や株式市場の

低迷などから引き続き景況感は好転せず、大変厳しい状況で推移いたしました。

このような中でグループの中核をなす当社は、第三次中期経営計画「アクティブ２１」の最終年度を迎え、個人向

けマーケットを対象にしたショッピングクレジット事業およびカード事業の２つの重点分野を推進するとともに、良

質な営業債権の積み上げによる債権内容の更なる健全化をはかってまいりました。

ショッピングクレジット事業につきましては、当社基幹商品でありますオートクレジットの推進および強化のため

に、全国５ヵ店目となりますオートクレジット取扱い専門店を新規出店するとともに、自動車用品販売業者等との新

規提携や新たな金融商品の開発を行ってまいりました。

カード事業につきましては、信販業界初となるロードサービス機能を一体化したＥＴＣ専用カード（有料道路での

「ノンストップ自動料金支払いシステム」対応型カード）の発行やレジャー関連サービス等の会員特典を拡大するこ

とによるカード顧客へのサービス提供の更なる充実をはかってまいりました。また、リスクマネジメントの強化を目

的として、クレジットカード不正利用検知システム「ファルコン」を導入いたしました。

上記のほか、集金代行を中心としたネットワーク関連事業につきましては、「回収事務支援サービス」を中心に集

金代行業務の拡大をはかる一方、電子商取引の活発化に伴い、インターネットショッピングにてショッピングクレ

ジットの利用が可能となる等の新サービスの提供を行ってまいりました。

良質な営業債権の積み上げによる債権内容の更なる健全化につきましては、引き続き審査機能の向上に取り組むと

ともに、コンプライアンス委員会等による加盟店管理体制の強化をはかってまいりました。

２．当中間期の業績

(1) 業績の概要

当中間期の連結ベースの業績は、ショッピングクレジット事業およびカード事業を中心に営業推進をはかっ

てまいりました結果、取扱高は、８，１１８億８３百万円（前中間期比７．１％増）となりました。営業収益

は５３２億９０百万円（前中間期比３．７％増）となり、不良債権の最終処理の促進等による貸倒引当金繰り

入れの増加により、経常損失は２０億６３百万円となり、中間純利益は１５億円となりました。

(2) 配当について

当社の当中間期の配当につきましては、財務体質の強化の観点から誠に遺憾ながら引き続き無配とさせてい

ただく所存であります。

(3) 部門別の業績

① ショッピングクレジット事業

ショッピングクレジット事業につきましては、オートクレジットを中心に順調に推移したことにより、個品

あっせん部門の取扱高は１，２６５億１３百万円（前中間期比８．５％増）となりました。また、信用保証部

門の取扱高につきましては、生損保等との提携ローンの増加により、２，２７９億６９百万円（前中間期比６．

０％増）となりました。

② カード事業

カード事業につきましては、カードショッピングの増加により、総合あっせん部門の取扱高は、

５８４億３４百万円（前中間期比４．２％増）となりました。また、個人向け融資であるカードキャッシング

が順調に推移したことなどにより、融資部門の取扱高は、１，０７６億４０百万円（前中間期比１２．７％増）

となりました。

③ ネットワーク関連事業

ネットワーク関連事業につきましては、引き続き集金代行業務が順調に推移したことにより、その他部門の

取扱高は２，９１３億２４百万円（前中間期比５．９％増）となりました。
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【 変更前 】

中 間 連 結 損 益 計 算 書

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期

（
自平成１２年４月 １日

至平成１２年９月３０日
）（

自平成１３年４月 １日

至平成１３年９月３０日
）（

自平成１２年４月 １日

至平成１３年３月３１日
）

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 51,379 ) 100.0 ( 57,994 ) 100.0 ( 106,290 ) 100.0

総合あっせん収益 2,143 2,107 4,329

個品あっせん収益 12,303 13,686 28,842

信 用 保 証 収 益 16,466 21,078 32,009

融 資 収 益 16,283 17,696 33,488

金 融 収 益 239 425 480

（受 取 利 息） ( 156 ) ( 238 ) ( 290 )

（そ の 他） ( 82 ) ( 186 ) ( 190 )

その他の営業収益 3,942 2,999 7,139

営 業 費 用 ( 49,587 ) 96.5 ( 55,487 ) 95.7 ( 102,276 ) 96.2

販売費及び一般管理費 37,833 45,281 78,974

金 融 費 用 11,753 10,206 23,301

（支 払 利 息） ( 11,662 ) ( 10,054 ) ( 23,222 )

（そ の 他） ( 90 ) ( 151 ) ( 78 )

営 業 利 益 1,791 3.5 2,507 4.3 4,014 3.8

営 業 外 収 益 ( 132 ) 0.3 ( 185 ) 0.3 ( 336 ) 0.3

持 分 法 投 資 利 益 85 131 243

雑 収 入 46 53 93

営 業 外 費 用 ( 78 ) 0.2 ( 51 ) 0.1 ( 32 ) 0.0

雑 損 失 78 51 32

経 常 利 益 1,845 3.6 2,640 4.5 4,319 4.1

特 別 利 益 ( 30,751 ) 59.9 ( ― ) ― ( 31,723 ) 29.8

割賦利益繰延取崩額 30,694 ― 30,694

そ の 他 57 ― 1,029

特 別 損 失 ( 88,612 ) 172.5 ( ― ) ― ( 93,668 ) 88.1

貸倒引当金繰入額 79,864 ― 84,018

そ の 他 8,748 ― 9,650

税金等調整前中間(当期)純利益 △ 56,015 △109.0 2,640 4.5 △ 57,625 △ 54.2

法人税、住民税及び事業税 59 0.1 62 0.1 126 0.1

法 人 税 等 調 整 額 △ 35,396 △ 68.9 1,077 1.8 △ 36,100 △ 33.9

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △ 20,678 △ 40.2 1,500 2.6 △ 21,651 △ 20.4
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【 変更後 】

中 間 連 結 損 益 計 算 書

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期

（
自平成１２年４月 １日

至平成１２年９月３０日
）（

自平成１３年４月 １日

至平成１３年９月３０日
）（

自平成１２年４月 １日

至平成１３年３月３１日
）

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 51,379 ) 100.0 ( 53,290 ) 100.0 ( 106,290 ) 100.0

総合あっせん収益 2,143 2,107 4,329

個品あっせん収益 12,303 13,686 28,842

信 用 保 証 収 益 16,466 16,374 32,009

融 資 収 益 16,283 17,696 33,488

金 融 収 益 239 425 480

（受 取 利 息） ( 156 ) ( 238 ) ( 290 )

（そ の 他） ( 82 ) ( 186 ) ( 190 )

その他の営業収益 3,942 2,999 7,139

営 業 費 用 ( 49,587 ) 96.5 ( 55,487 ) 104.1 ( 102,276 ) 96.2

販売費及び一般管理費 37,833 45,281 78,974

金 融 費 用 11,753 10,206 23,301

（支 払 利 息） ( 11,662 ) ( 10,054 ) ( 23,222 )

（そ の 他） ( 90 ) ( 151 ) ( 78 )

営 業 利 益 1,791 3.5 △2,196 △4.1 4,014 3.8

営 業 外 収 益 ( 132 ) 0.3 ( 185 ) 0.3 ( 336 ) 0.3

持 分 法 投 資 利 益 85 131 243

雑 収 入 46 53 93

営 業 外 費 用 ( 78 ) 0.2 ( 51 ) 0.1 ( 32 ) 0.0

雑 損 失 78 51 32

経 常 利 益 1,845 3.6 △2,063 △3.9 4,319 4.1

特 別 利 益 ( 30,751 ) 59.9 ( 4,703 ) 8.8 ( 31,723 ) 29.8

割賦利益繰延取崩額 30,694 ― 30,694

割賦利益繰延相当計上額 ― 4,703 ―

そ の 他 57 ― 1,029

特 別 損 失 ( 88,612 ) 172.5 ( ― ) ― ( 93,668 ) 88.1

貸倒引当金繰入額 79,864 ― 84,018

そ の 他 8,748 ― 9,650

税金等調整前中間(当期)純利益 △ 56,015 △109.0 2,640 4.9 △ 57,625 △ 54.2

法人税、住民税及び事業税 59 0.1 62 0.1 126 0.1

法 人 税 等 調 整 額 △ 35,396 △ 68.9 1,077 2.0 △ 36,100 △ 33.9

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △ 20,678 △ 40.2 1,500 2.8 △ 21,651 △ 20.4
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【 変更前 】
③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しており

ます。

当社は、為替変動リスクに対して、為替予約取引、金利変動リスクに対して、金利オプション取引

および金利スワップ取引を選択する方針であり、当中間期においては、借入金を対象に、金利オプ

ション取引および金利スワップ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかどうかを検証することにより、行っ

ております。

(6) 収益の計上基準

収益の計上基準は、次の方法によっております。

総合あっせん収益 ……… 主として残債方式により計上する方法

個品あっせん収益 ……… 主として割賦購入あっせん契約時に計上する方法

信 用 保 証 収 益 ……… 主として保証契約時に計上する方法

融 資 収 益 ……… 主として残債方式により計上する方法

(7) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」に計上し、５年間で均等償却

を行っております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっております。

［注 記］

（中間連結貸借対照表関係）

( 前 中 間 期 ) ( 当 中 間 期 ) ( 前 期 )

１．有形固定資産の減価償却累計額 19,064 百万円 17,403 百万円 17,638 百万円

２．担 保 に 供 し て い る 資 産 187,449 百万円 175,464 百万円 167,311 百万円

３．保 証 債 務 残 高 356,532 百万円 316,553 百万円 334,652 百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

( 前 中 間 期 ) ( 当 中 間 期 ) ( 前 期 )

現 金 及 び 預 金 勘 定 67,795 百万円 105,388 百万円 59,725 百万円

流動資産のその他に含まれる短期貸付金等 55,675 47,301 61,060

計 123,470 152,690 120,785

預入期間が 3 ヵ月を超える定期預金 △ 2,204 △ 2,196 △ 2,407

現金及び現金同等物の期末残高 121,266 150,493 118,378

- 11 -



【 変更後 】
③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

当社は、為替変動リスクに対して、為替予約取引、金利変動リスクに対して、金利オプション取引および金利

スワップ取引を選択する方針であり、当中間期においては、借入金を対象に、金利オプション取引および金利

スワップ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかどうかを検証することにより、行っておりま

す。

(6) 収益の計上基準

営業収益の計上基準は、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

総合あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

個品あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

信用保証(保証料契約時一括受領)……契約時一括収益認識

信用保証(保証料分割受領)……契約時約９０％収益認識、約１０％は残契約期間で定額法

（残債方式契約）

総合あっせん ……残債方式

個品あっせん ……残債方式

信用保証(保証料分割受領)……残債方式

融 資 ……残債方式

(会計処理方法の変更)

信用保証収益のうちアドオン方式の計算により保証契約時に受領金額が確定する保証料について、期日到来の

つど収益計上する方法から、中途解約に伴う減少見込額を除いて、保証契約時に一括収益計上する方法に変更

しました。あわせて、会計処理の統一をはかるため、平成 13 年 3 月末現在の割賦利益繰延相当額のうち中途

解約に伴う減少見込額を除いた額を取崩し、特別利益に計上しております。

この変更は信用保証取引の増加に伴い、商品内容を見直した結果、契約時に事務手続等が集中していることか

ら、中途解約に伴う減少見込額を除いて、保証契約時に一括収益計上することがより合理的であると判断した

ことによるものであります。

この変更により、従来の方法に比べ、営業収益は 42 百万円減少、経常損失は 42 百万円増加し、税金等調整前

中間純利益は 4,660 百万円増加しております。

(7) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」に計上し、５年間で均等償却を行ってお

ります。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっております。
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［注 記］

（中間連結貸借対照表関係）

( 前 中 間 期 ) ( 当 中 間 期 ) ( 前 期 )

１．有形固定資産の減価償却累計額 19,064 百万円 17,403 百万円 17,638 百万円

２．担 保 に 供 し て い る 資 産 187,449 百万円 175,464 百万円 167,311 百万円

３．保 証 債 務 残 高 356,532 百万円 316,553 百万円 334,652 百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

( 前 中 間 期 ) ( 当 中 間 期 ) ( 前 期 )

現 金 及 び 預 金 勘 定 67,795 百万円 105,388 百万円 59,725 百万円

流動資産のその他に含まれる短期貸付金等 55,675 47,301 61,060

計 123,470 152,690 120,785

預入期間が 3 ヵ月を超える定期預金 △ 2,204 △ 2,196 △ 2,407

現金及び現金同等物の期末残高 121,266 150,493 118,378
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【 変更前 】
平成１３年１１月２２日

平成１４年３月期 個別中間財務諸表の概要

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上 場 取 引 所 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

問 合 せ 先 責任者役職名 経理部長

氏 名 上 野 栄 三 ＴＥＬ (06) 6245 - 7956 (直通)

決算取締役会開催日 平成１３年１１月２２日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 ――――

１．１３年９月中間期の業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１３年９月中間期 ５６，８６６ （ １２.９） ２，５２９ （ ３１.７） ２，５３５ （ ３４.０）

１２年９月中間期 ５０，３７４ （ △１０.４） １，９２０ （ ４５４.２） １，８９２ （ ３６８.１）

１３年３月期 １０４，０３７ ３，９３４ ４，００５

中間（当期）純利益
１ 株 当 た り

中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

１３年９月中間期 １,３９３ （ ― ） １０ ９１

１２年９月中間期 △１９,７２１ （ ― ） △１５４ ４１

１３年３月期 △２０,９４４ △１６３ ９９

１３年９月中間期 １２７,７１４,４７４株
（注） 1. 期 中 平 均 株 式 数 １２年９月中間期 １２７,７１８,５０３株

１３ 年 ３ 月 期 １２７,７１８,５０３株
2. 会計処理方法の変更 無

3. 営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り
中 間 配 当 金

１ 株 当 た り
年 間 配 当 金

円 銭 円 銭

１３年９月中間期 ０ ０ ――――

１２年９月中間期 ０ ０ ――――

１３年３月期 ―――― ０ ０

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１３年９月中間期 ２,０７９,７６４ ３９,１４１ １.９ ３０６ ４６

１２年９月中間期 ２,０５１,４７８ ４１,９２４ ２.０ ３２８ ２５

１３年３月期 ２,０５７,２４７ ３８,７１１ １.９ ３０３ １０

１３年９月中間期 １２７,７１８,４９４株 （額面株式 １単位の株式数 １,０００株）
（注） 期末発行済株式数 １２年９月中間期 １２７,７１８,５０３株

１３ 年 ３ 月 期 １２７,７１８,５０３株

２．１４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 １０８,０００ ３,０００ １,６００ 未 定 未 定

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)      １２ 円 ５３ 銭
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【 変更後 】

平成１３年１１月２２日

平成１４年３月期 個別中間財務諸表の概要

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上 場 取 引 所 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

問 合 せ 先 責任者役職名 経理部長

氏 名 上 野 栄 三 ＴＥＬ (06) 6245 - 7956 (直通)

決算取締役会開催日 平成１３年１１月２２日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 ――――

１．１３年９月中間期の業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１３年９月中間期 ５２，１６３ （ ３．６） △２，１７４ （ ― ） △２，１６８ （ ― ）

１２年９月中間期 ５０，３７４ （ △１０.４） １，９２０ （ ４５４.２） １，８９２ （ ３６８.１）

１３年３月期 １０４，０３７ ３，９３４ ４，００５

中間（当期）純利益
１ 株 当 た り

中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

１３年９月中間期 １,３９３ （ ― ） １０ ９１

１２年９月中間期 △１９,７２１ （ ― ） △１５４ ４１

１３年３月期 △２０,９４４ △１６３ ９９

１３年９月中間期 １２７,７１４,４７４株
（注） 1. 期 中 平 均 株 式 数 １２年９月中間期 １２７,７１８,５０３株

１３ 年 ３ 月 期 １２７,７１８,５０３株
2. 会計処理方法の変更 有

3. 営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り
中 間 配 当 金

１ 株 当 た り
年 間 配 当 金

円 銭 円 銭

１３年９月中間期 ０ ０ ――――

１２年９月中間期 ０ ０ ――――

１３年３月期 ―――― ０ ０

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１３年９月中間期 ２,０７９,７６４ ３９,１４１ １.９ ３０６ ４６

１２年９月中間期 ２,０５１,４７８ ４１,９２４ ２.０ ３２８ ２５

１３年３月期 ２,０５７,２４７ ３８,７１１ １.９ ３０３ １０

１３年９月中間期 １２７,７１８,４９４株 （額面株式 １単位の株式数 １,０００株）
（注） 期末発行済株式数 １２年９月中間期 １２７,７１８,５０３株

１３ 年 ３ 月 期 １２７,７１８,５０３株

２．１４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 １０８,０００ ３,０００ １,６００ 未 定 未 定

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)      １２ 円 ５３ 銭
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【 変更前 】

中 間 損 益 計 算 書

前 中 間 期 当 中 間 期
前 期 の 要 約

損 益 計 算 書

（
自平成１２年４月 １日

至平成１２年９月３０日
）（

自平成１３年４月 １日

至平成１３年９月３０日
）（

自平成１２年４月 １日

至平成１３年３月３１日
）

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 50,374 ) 100.0 ( 56,866 ) 100.0 ( 104,037 ) 100.0

総合あっせん収益 2,143 2,107 4,329

個品あっせん収益 12,303 13,686 28,842

信 用 保 証 収 益 16,466 21,078 32,009

融 資 収 益 15,524 16,885 31,987

金 融 収 益 308 424 549

（受 取 利 息） ( 156 ) ( 238 ) ( 290 )

（そ の 他） ( 151 ) ( 186 ) ( 259 )

その他の営業収益 3,627 2,683 6,318

営 業 費 用 ( 48,453 ) 96.2 ( 54,337 ) 95.6 ( 100,103 ) 96.2

販売費及び一般管理費 36,702 44,131 76,805

金 融 費 用 11,750 10,205 23,297

（支 払 利 息） ( 11,660 ) ( 10,054 ) ( 23,219 )

（そ の 他） ( 90 ) ( 151 ) ( 78 )

営 業 利 益 1,920 3.8 2,529 4.4 3,934 3.8

営 業 外 収 益 ( 50 ) 0.1 ( 57 ) 0.1 ( 102 ) 0.1

雑 収 入 50 57 102

営 業 外 費 用 ( 78 ) 0.1 ( 51 ) 0.1 ( 30 ) 0.0

雑 損 失 78 51 30

経 常 利 益 1,892 3.8 2,535 4.4 4,005 3.9

特 別 利 益 ( 30,694 ) 60.9 ( ― ) ( 31,666 ) 30.4

割賦利益繰延取崩額 30,694 ― 30,694

そ の 他 ― ― 971

特 別 損 失 ( 87,622 ) 173.9 ( ― ) ― ( 92,678 ) 89.1

貸倒引当金繰入額 79,864 ― 84,018

そ の 他 7,758 ― 8,660

税引前中間(当期)純利益 △ 55,035 △109.2 2,535 4.4 △ 57,006 △ 54.8

法人税、住民税及び事業税 50 0.1 50 0.1 100 0.1

法 人 税 等 調 整 額 △ 35,364 △ 70.2 1,092 1.9 △ 36,162 △ 34.8

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △ 19,721 △ 39.1 1,393 2.4 △ 20,944 △ 20.1

前 期 繰 越 利 益 838 ― 838

中間（当期）未処分利益 △ 18,882 1,393 △ 20,105
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【 変更後 】

中 間 損 益 計 算 書

前 中 間 期 当 中 間 期
前 期 の 要 約

損 益 計 算 書

（
自平成１２年４月 １日

至平成１２年９月３０日
）（

自平成１３年４月 １日

至平成１３年９月３０日
）（

自平成１２年４月 １日

至平成１３年３月３１日
）

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 50,374 ) 100.0 ( 52,163 ) 100.0 ( 104,037 ) 100.0

総合あっせん収益 2,143 2,107 4,329

個品あっせん収益 12,303 13,686 28,842

信 用 保 証 収 益 16,466 16,374 32,009

融 資 収 益 15,524 16,885 31,987

金 融 収 益 308 424 549

（受 取 利 息） ( 156 ) ( 238 ) ( 290 )

（そ の 他） ( 151 ) ( 186 ) ( 259 )

その他の営業収益 3,627 2,683 6,318

営 業 費 用 ( 48,453 ) 96.2 ( 54,337 ) 104.1 ( 100,103 ) 96.2

販売費及び一般管理費 36,702 44,131 76,805

金 融 費 用 11,750 10,205 23,297

（支 払 利 息） ( 11,660 ) ( 10,054 ) ( 23,219 )

（そ の 他） ( 90 ) ( 151 ) ( 78 )

営 業 利 益 1,920 3.8 △2,174 △4.1 3,934 3.8

営 業 外 収 益 ( 50 ) 0.1 ( 57 ) 0.1 ( 102 ) 0.1

雑 収 入 50 57 102

営 業 外 費 用 ( 78 ) 0.1 ( 51 ) 0.1 ( 30 ) 0.0

雑 損 失 78 51 30

経 常 利 益 1,892 3.8 △2,168 △4.1 4,005 3.9

特 別 利 益 ( 30,694 ) 60.9 ( 4,703 ) 9.0 ( 31,666 ) 30.4

割賦利益繰延取崩額 30,694 ― 30,694

割賦利益繰延相当計上額 ― 4,703 ―

そ の 他 ― ― 971

特 別 損 失 ( 87,622 ) 173.9 ( ― ) ― ( 92,678 ) 89.1

貸倒引当金繰入額 79,864 ― 84,018

そ の 他 7,758 ― 8,660

税引前中間(当期)純利益 △ 55,035 △109.2 2,535 4.9 △ 57,006 △ 54.8

法人税、住民税及び事業税 50 0.1 50 0.1 100 0.1

法 人 税 等 調 整 額 △ 35,364 △ 70.2 1,092 2.1 △ 36,162 △ 34.8

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △ 19,721 △ 39.1 1,393 2.7 △ 20,944 △ 20.1

前 期 繰 越 利 益 838 ― 838

中間（当期）未処分利益 △ 18,882 1,393 △ 20,105
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【 変更前 】

［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有 価 証 券

① 満 期 保 有 目 的 債 券 ……… 償却原価法を採用しております。

② 子会社株式及び関連会社株式 ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

③ そ の 他 有 価 証 券

ア．時価のあるもの ……… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。

イ．時価のないもの ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブ ……… 時価法を採用しております。

２．有形固定資産の減価償却の方法

(1) 貸与資産は、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とす

る定額法を採用しております。

(2) その他の有形固定資産は、定率法を採用しております。

ただし、アプラス東京ビル等の建物及び構築物ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については、定額法を採用しております｡

３．無形固定資産の減価償却の方法

自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（８年）に基づく定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を検討し、

必要額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡

６．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引および金

利スワップ取引を選択する方針であり、当中間期においては、借入金を対象に金利オプション取引および

金利スワップ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行っております。

７．収益の計上基準

収益の計上基準は、次の方法によっております。

総合あっせん収益 ……… 主として残債方式により計上する方法

個品あっせん収益 ……… 主として割賦購入あっせん契約時に計上する方法

信 用 保 証 収 益 ……… 主として保証契約時に計上する方法

融 資 収 益 ……… 主として残債方式により計上する方法

８．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」に計上し、５年間で均等償却を行っ

ております。
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【 変更後 】

［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有 価 証 券

① 満 期 保 有 目 的 債 券 ……… 償却原価法を採用しております。

② 子会社株式及び関連会社株式 ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

③ そ の 他 有 価 証 券

ア．時価のあるもの ……… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。

イ．時価のないもの ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブ ……… 時価法を採用しております。

２．有形固定資産の減価償却の方法

（1）貸与資産は、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とす

る定額法を採用しております。

(2) その他の有形固定資産は、定率法を採用しております。

ただし、アプラス東京ビル等の建物及び構築物ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備

を除く）については、定額法を採用しております｡

３．無形固定資産の減価償却の方法

自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（８年）に基づく定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を検討し、必

要額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡

６．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引および金利ス

ワップ取引を選択する方針であり、当中間期においては、借入金を対象に金利オプション取引および金利スワッ

プ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行っております。

７．収益の計上基準

営業収益の計上基準は、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

総合あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

個品あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

信用保証(保証料契約時一括受領)……契約時一括収益認識

信用保証(保証料分割受領)……契約時約９０％収益認識、約１０％は残契約期間で定額法

（残債方式契約）

総合あっせん ……残債方式

個品あっせん ……残債方式
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信用保証(保証料分割受領)……残債方式

融 資 ……残債方式

(会計処理方法の変更)

信用保証収益のうちアドオン方式の計算により保証契約時に受領金額が確定する保証料について、期日

到来のつど収益計上する方法から、中途解約に伴う減少見込額を除いて、保証契約時に一括収益計上す

る方法に変更しました。

あわせて、会計処理の統一をはかるため、平成 13 年 3 月末現在の割賦利益繰延相当額のうち中途解約に

伴う減少見込額を除いた額を取崩し、特別利益に計上しております。

この変更は信用保証取引の増加に伴い、商品内容を見直した結果、契約時に事務手続等が集中している

ことから、中途解約に伴う減少見込額を除いて、保証契約時に一括収益計上することがより合理的であ

ると判断したことによるものであります。

この変更により、従来の方法に比べ、営業収益は 42 百万円減少、経常損失は 42 百万円増加し、税引前

中間純利益は 4,660 百万円増加しております。

８．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」に計上し、５年間で均等償却を行ってお

ります。
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【 変更前 】
平成１４年５月２４日

平成１４年３月期 決算短信（連結）

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上 場 取 引 所 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

問 合 せ 先 責任者役職名 執行役員

企画部長 兼 経理部長

氏 名 小 笹 亨 ＴＥＬ (06) 6245 - 7956 (直通)

決算取締役会開催日 平成１４年５月２４日

米国会計基準採用の有無 無

１．１４年３月期の連結業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（１）連結経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１４年３月期 １０４,８８２ （ △ １.３） ２,２２９ （ △４４.５） ２,３７２ （ △４５.１）

１３年３月期 １０６,２９０ （ △ ４.９） ４,０１４ （ ２８６.８） ４,３１９ （ ３０３.５）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１４年３月期 △２１,２２５ （ ― ） △１６６ ２０ ― ― △７６.５ ０.１ ２.３

１３年３月期 △２１,６５１ （ ― ） △１６９ ５４ ― ― △４４.５ ０.２ ４.１

（注）① 持 分 法 投 資 損 益 １４年３月期 １７１ 百万円 １３年３月期 ２４３ 百万円

② 期中平均株式数(連結) １４年３月期 １２７,７１０,０５１ 株 １３年３月期 １２７,７１２,００４ 株

③ 会計処理方法の変更 無

④ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１４年３月期 １,８５０,５４４ １７,０１８ ０.９ １３３ ２６

１３年３月期 ２,０５７,７８９ ３８,４８５ １.９ ３０１ ３５

（注）期末発行済株式数(連結) １４年３月期 １２７,７０９,６４７ 株 １３年３月期 １２７,７１０,４５５ 株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

１４年３月期 ８５,４２６ △ ２５０ △１１２,３６８ ９１,２５９

１３年３月期 ３０,９９４ △ ３,９０３ ４,８５２ １１８,３７８

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 8社 持分法適用非連結子会社数 ― 社 持分法適用関連会社数 1社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規） ― 社 （除外） ― 社 持分法（新規） ― 社 （除外） 1社

２．１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

中 間 期 ５１,０００ ５００ ２００

通 期 １０３,６００ １,６００ ７００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ５円 ４８銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照してください。
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【 変更後 】
平成１４年５月２４日

平成１４年３月期 決算短信（連結）

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上 場 取 引 所 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

問 合 せ 先 責任者役職名 執行役員

企画部長 兼 経理部長

氏 名 小 笹 亨 ＴＥＬ (06) 6245 - 7956 (直通)

決算取締役会開催日 平成１４年５月２４日

米国会計基準採用の有無 無

１．１４年３月期の連結業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（１）連結経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１４年３月期 １００，１７８ （ △５．８ ） △２，４７４ （ ― ） △２，３３１ （ ― ）

１３年３月期 １０６，２９０ （ △４．９ ） ４，０１４ （ ２８６.８） ４，３１９ （ ３０３.５）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１４年３月期 △２１,２２５ （ ― ） △１６６ ２０ ― ― △７６.５ ― ―

１３年３月期 △２１,６５１ （ ― ） △１６９ ５４ ― ― △４４.５ ０.２ ４.１

（注）① 持 分 法 投 資 損 益 １４年３月期 １７１ 百万円 １３年３月期 ２４３ 百万円

② 期中平均株式数(連結) １４年３月期 １２７,７１０,０５１ 株 １３年３月期 １２７,７１２,００４ 株

③ 会計処理方法の変更 有

④ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１４年３月期 １,８５０,５４４ １７,０１８ ０.９ １３３ ２６

１３年３月期 ２,０５７,７８９ ３８,４８５ １.９ ３０１ ３５

（注）期末発行済株式数(連結) １４年３月期 １２７,７０９,６４７ 株 １３年３月期 １２７,７１０,４５５ 株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

１４年３月期 ８５,４２６ △ ２５０ △１１２,３６８ ９１,２５９

１３年３月期 ３０,９９４ △ ３,９０３ ４,８５２ １１８,３７８

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 8社 持分法適用非連結子会社数 ― 社 持分法適用関連会社数 1社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規） ― 社 （除外） ― 社 持分法（新規） ― 社 （除外） 1社

２．１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

中 間 期 ５１,０００ ５００ ２００

通 期 １０３,６００ １,６００ ７００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ５円 ４８銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照してください。
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【 変更前 】

３．当期の業績

(1) 業績の概要

当期の連結ベースの業績は、ショッピングクレジット事業およびカード事業を中心に営業

推進をはかってまいりました結果、取扱高は、１兆５，５１４億１２百万円（前期比１．８％

増）となりました。

営業収益は１，０４８億８２百万円（前期比１．３％減）、経常利益は２３億７２百万円

（前期比４５．１％減）となりました。

また、今回の処理等に伴う特別損失の計上により、当期純損失は２１２億２５百万円とな

りました。

(2) 配当について

当期は、大幅な当期純損失の計上となりましたので、当社の当期の配当金につきましては、

誠に遺憾ながら引き続き無配とさせていただく所存であります。

配当につきましては、平成１４年度を初年度とする第四次中期経営計画を確実に遂行する

ことにより、早期復配を目指してまいる所存でございますので、何卒倍旧のご支援、ご協力

を賜りますようお願い申し上げます。

(3) 部門別の業績

個品あっせんおよび信用保証部門に含まれますショッピングクレジット事業や、総合あっ

せんおよび融資部門に含まれますカード事業の２つのコア事業を中心に推進してまいりまし

た結果、部門別の業績は以下のとおりとなりました。

部 門 取 扱 高 前期比増減

総 合 あ っ せ ん 120,261 百万円 3.8 ％

個 品 あ っ せ ん 228,417 △ 1.5

信 用 保 証 442,798 0.4

融 資 186,820 0.7

そ の 他 573,115 4.3

合 計 1,551,412 1.8

４．次期の見通し等

今後の経済動向は、引き続き厳しいものと予想されます。平成１４年度は、第四次中期経営計画

「アプラス革新計画」に沿い、経営効率の抜本的な改善に全社一丸となって取り組んでまいります。

具体的には、カード・キャッシング事業等、収益性のより高い事業構造への転換促進をはかってま

いります。また、店舗統廃合、新営業店システムの開発等による営業店事務の集約化を行い、効率

性の向上ならびにコスト構造の見直しにつきましても強力に推し進めてまいります。

これにより、次期の連結業績の見通しにつきましては、営業収益１，０３６億円、経常利益

１６億円、当期純利益７億円を見込んでおります。
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【 変更後 】

３．当期の業績

(1) 業績の概要

当期の連結ベースの業績は、ショッピングクレジット事業およびカード事業を中心に営業

推進をはかってまいりました結果、取扱高は、１兆５，５１４億１２百万円（前期比１．８％

増）となりました。

営業収益は１，００１億７８百万円（前期比５．８％減）、経常損失は２３億３１百万円

となりました。

また、今回の処理等に伴う特別損失の計上により、当期純損失は２１２億２５百万円とな

りました。

(2) 配当について

当期は、大幅な当期純損失の計上となりましたので、当社の当期の配当金につきましては、

誠に遺憾ながら引き続き無配とさせていただく所存であります。

配当につきましては、平成１４年度を初年度とする第四次中期経営計画を確実に遂行する

ことにより、早期復配を目指してまいる所存でございますので、何卒倍旧のご支援、ご協力

を賜りますようお願い申し上げます。

(3) 部門別の業績

個品あっせんおよび信用保証部門に含まれますショッピングクレジット事業や、総合あっ

せんおよび融資部門に含まれますカード事業の２つのコア事業を中心に推進してまいりまし

た結果、部門別の業績は以下のとおりとなりました。

部 門 取 扱 高 前期比増減

総 合 あ っ せ ん 120,261 百万円 3.8 ％

個 品 あ っ せ ん 228,417 △ 1.5

信 用 保 証 442,798 0.4

融 資 186,820 0.7

そ の 他 573,115 4.3

合 計 1,551,412 1.8

４．次期の見通し等

今後の経済動向は、引き続き厳しいものと予想されます。平成１４年度は、第四次中期経営計画

「アプラス革新計画」に沿い、経営効率の抜本的な改善に全社一丸となって取り組んでまいります。

具体的には、カード・キャッシング事業等、収益性のより高い事業構造への転換促進をはかってま

いります。また、店舗統廃合、新営業店システムの開発等による営業店事務の集約化を行い、効率

性の向上ならびにコスト構造の見直しにつきましても強力に推し進めてまいります。

これにより、次期の連結業績の見通しにつきましては、営業収益１，０３６億円、経常利益

１６億円、当期純利益７億円を見込んでおります。
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【 変更前 】

連 結 損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１２年４月 １日

至平成１３年３月３１日
) (

自平成１３年４月 １日

至平成１４年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増減金額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 106,290 ) 100.0 ( 104,882 ) 100.0 (△ 1,408 ) 98.7

総合あっせん収益 4,329 4,232 △ 97

個品あっせん収益 28,842 23,103 △ 5,738

信 用 保 証 収 益 32,009 35,615 3,605

融 資 収 益 33,488 35,280 1,792

金 融 収 益 480 640 159

（受 取 利 息） ( 290 ) ( 247 ) (△ 43 )

（そ の 他） ( 190 ) ( 393 ) ( 202 )

その他の営業収益 7,139 6,010 △ 1,129

営 業 費 用 ( 102,276 ) 96.2 ( 102,652 ) 97.9 ( 376 ) 100.4

販売費及び一般管理費 78,974 82,932 3,958

金 融 費 用 23,301 19,719 △ 3,581

（支 払 利 息） ( 23,222 ) ( 19,708 ) (△ 3,514 )

（そ の 他） ( 78 ) ( 11 ) (△ 67 )

営 業 利 益 4,014 3.8 2,229 2.1 △ 1,785 55.5

営 業 外 収 益 ( 336 ) 0.3 ( 271 ) 0.3 (△ 65 ) 80.6

持 分 法 投 資 利 益 243 171 △ 72

雑 収 入 93 100 6

営 業 外 費 用 ( 32 ) 0.0 ( 128 ) 0.1 ( 96 ) 399.2

雑 損 失 32 128 96

経 常 利 益 4,319 4.1 2,372 2.3 △ 1,947 54.9

特 別 利 益 ( 31,723 ) 29.8 ( 102,717 ) 97.9 ( 70,993 ) 323.8

割賦利益繰延取崩額 30,694 ― △ 30,694

債 務 免 除 益 ― 99,973 99,973

そ の 他 1,029 2,743 1,714

特 別 損 失 ( 93,668 ) 88.1 ( 141,478 ) 134.9 ( 47,809 ) 151.0

貸倒引当金繰入額 84,018 ― △ 84,018

貸 倒 損 失 ― 138,972 138,972

そ の 他 9,650 2,505 △ 7,144

税金等調整前当期純損失 57,625 △ 54.2 36,388 △ 34.7 △ 21,236 63.1

法人税、住民税及び事業税 126 0.1 199 0.2 72 157.3

法 人 税 等 調 整 額 △ 36,100 △ 33.9 △ 15,363 △ 14.6 20,737 42.6

当 期 純 損 失 21,651 △ 20.4 21,225 △ 20.3 △ 426 98.0
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【 変更後 】

連 結 損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１２年４月 １日

至平成１３年３月３１日
) (

自平成１３年４月 １日

至平成１４年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増減金額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 106,290 ) 100.0 ( 100,178 ) 100.0 (△ 6,112 ) 94.2

総合あっせん収益 4,329 4,232 △ 97

個品あっせん収益 28,842 23,103 △ 5,738

信 用 保 証 収 益 32,009 30,911 △ 1,098

融 資 収 益 33,488 35,280 1,792

金 融 収 益 480 640 159

（受 取 利 息） ( 290 ) ( 247 ) (△ 43 )

（そ の 他） ( 190 ) ( 393 ) ( 202 )

その他の営業収益 7,139 6,010 △ 1,129

営 業 費 用 ( 102,276 ) 96.2 ( 102,652 ) 102.5 ( 376 ) 100.4

販売費及び一般管理費 78,974 82,932 3,958

金 融 費 用 23,301 19,719 △ 3,581

（支 払 利 息） ( 23,222 ) ( 19,708 ) (△ 3,514 )

（そ の 他） ( 78 ) ( 11 ) (△ 67 )

営 業 利 益 4,014 3.8 △2,474 △2.5 △ 6,488 ―

営 業 外 収 益 ( 336 ) 0.3 ( 271 ) 0.3 (△ 65 ) 80.6

持 分 法 投 資 利 益 243 171 △ 72

雑 収 入 93 100 6

営 業 外 費 用 ( 32 ) 0.0 ( 128 ) 0.1 ( 96 ) 399.2

雑 損 失 32 128 96

経 常 利 益 4,319 4.1 △2,331 △2.3 △ 6,650 ―

特 別 利 益 ( 31,723 ) 29.8 ( 107,420 ) 107.2 ( 75,696 ) 338.6

割賦利益繰延取崩額 30,694 ― △ 30,694

債 務 免 除 益 ― 99,973 99,973

そ の 他 1,029 7,447 6,417

特 別 損 失 ( 93,668 ) 88.1 ( 141,478 ) 141.2 ( 47,809 ) 151.0

貸倒引当金繰入額 84,018 ― △ 84,018

貸 倒 損 失 ― 138,972 138,972

そ の 他 9,650 2,505 △ 7,144

税金等調整前当期純損失 57,625 △ 54.2 36,388 △ 36.3 △ 21,236 63.1

法人税、住民税及び事業税 126 0.1 199 0.2 72 157.3

法 人 税 等 調 整 額 △ 36,100 △ 33.9 △ 15,363 △ 15.3 20,737 42.6

当 期 純 損 失 21,651 △ 20.4 21,225 △ 21.2 △ 426 98.0
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【 変更前 】

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用

しております。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプショ

ン取引および金利スワップ取引を選択する方針であり、当期においては、借入金を対象に

金利オプション取引および金利スワップ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、

行っております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 収益の計上基準

収益の計上基準は、次の方法によっております。

総合あっせん収益 ……… 主として残債方式により計上する方法

個品あっせん収益 ……… 主として割賦購入あっせん契約時に計上する方法

信 用 保 証 収 益 ……… 主として保証契約時に計上する方法

融 資 収 益 ……… 主として残債方式により計上する方法

② 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、

５年間で均等償却を行っております。

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について当期中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなってお

ります。

［注 記］
（連結貸借対照表関係）

（前 期） （当 期）

１．有形固定資産の減価償却累計額 17,638 百万円 16,785 百万円

２．担 保 に 供 し て い る 資 産 167,311 百万円 150,212 百万円

３．保 証 債 務 残 高 334,652 百万円 289,911 百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（前 期） （当 期）

現 金 及 び 預 金 勘 定 59,725 百万円 84,202 百万円

流動資産のその他に含まれる短期貸付金等 61,060 8,759

計 120,785 92,961

預入期間が 3 ヵ月を超える定期預金 △ 2,407 △ 1,702

現金及び現金同等物の期末残高 118,378 91,259
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【 変更後 】
③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しておりま

す。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引およ

び金利スワップ取引を選択する方針であり、当期においては、借入金を対象に金利オプション取引

および金利スワップ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行っており

ます。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 収益の計上基準

営業収益の計上基準は、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

総合あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

個品あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

信用保証(保証料契約時一括受領)……契約時一括収益認識

信用保証(保証料分割受領)……契約時約９０％収益認識、約１０％は残契約期間で定額法

（残債方式契約）

総合あっせん ……残債方式

個品あっせん ……残債方式

信用保証(保証料分割受領)……残債方式

融 資 ……残債方式

(会計処理方法の変更)

信用保証収益のうちアドオン方式の計算により保証契約時に受領金額が確定する保証料について、

期日到来のつど収益計上する方法から、中途解約に伴う減少見込額を除いて、保証契約時に一括収

益計上する方法に変更しました。

あわせて、会計処理の統一をはかるため、平成 13 年 3 月末現在の割賦利益繰延相当額のうち中途解

約に伴う減少見込額を除いた額を取崩し、特別利益に計上しております。

この変更は信用保証取引の増加に伴い、商品内容を見直した結果、契約時に事務手続等が集中して

いることから、中途解約に伴う減少見込額を除いて、保証契約時に一括収益計上することがより合

理的であると判断したことによるものであります。

この変更により、従来の方法に比べ、営業収益は 380 百万円減少、経常損失は 380 百万円増加し、

税金等調整前当期純損失は 4,323 百万円減少しております。

② 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年間

で均等償却を行っております。

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について当期中に確定した利益処分に基づいて作成しておりま

す。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっております。
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［注 記］
（連結貸借対照表関係）

（前 期） （当 期）

１．有形固定資産の減価償却累計額 17,638 百万円 16,785 百万円

２．担 保 に 供 し て い る 資 産 167,311 百万円 150,212 百万円

３．保 証 債 務 残 高 334,652 百万円 289,911 百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（前 期） （当 期）

現 金 及 び 預 金 勘 定 59,725 百万円 84,202 百万円

流動資産のその他に含まれる短期貸付金等 61,060 8,759

計 120,785 92,961

預入期間が 3 ヵ月を超える定期預金 △ 2,407 △ 1,702

現金及び現金同等物の期末残高 118,378 91,259
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【 変更前 】

平成１４年５月２４日

平成１４年３月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上場取引所(所属部) 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

問 合 せ 先 責任者役職名 執行役員

企画部長 兼 経理部長

氏 名 小 笹 亨 ＴＥＬ (06) 6245 - 7956 (直通)

決算取締役会開催日 平成１４年５月２４日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成１４年６月２７日 単元株制度採用の有無 有 (1単元 1,000株)

１．１４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１４年３月期 １０２,４０７ （ △ １.６） ２,５４４ （ △３５.３） ２,５４５ （ △３６.５）

１３年３月期 １０４,０３７ （ △ ４.４） ３,９３４ （ ３８５.１） ４,００５ （ ３９２.１）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１４年３月期 △２１,１８１ （ ― ） △１６５ ８６ ― ― △７６.４ ０.１ ２.５

１３年３月期 △２０,９４４ （ ― ） △１６３ ９９ ― ― △４３.２ ０.２ ３.９

(注) ① 期 中 平 均 株 式 数 １４年３月期 １２７,７１０,０５１ 株 1３年３月期 １２７,７１８,５０３ 株

② 会計処理方法の変更 無

③ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り の 年 間 配 当 金

中 間 期 末

配当金総額

（ 年 間 ）
配 当 性 向

株 主 資 本

配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

１４年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

１３年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１４年３月期 １,８４９,３４４ １６,７０２ ０.９ １３０ ７９

１３年３月期 ２,０５７,２４７ ３８,７１１ １.９ ３０３ １０

(注) ① 期末発行済株式数 １４年３月期 １２７,７０９,６４７ 株 1３年３月期 １２７,７１８,５０３ 株

② 期 末 自 己 株 式 数 １４年３月期 ８,８５６ 株

２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 ５０,０００ ４００ ２００ ０ ０ ― ― ― ―

通 期 １０１,０００ １,０００ ４００ ― ― ０ ０ ０ ０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３円 １３銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照してください。
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【 変更後 】

平成１４年５月２４日

平成１４年３月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上場取引所(所属部) 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

問 合 せ 先 責任者役職名 執行役員

企画部長 兼 経理部長

氏 名 小 笹 亨 ＴＥＬ (06) 6245 - 7956 (直通)

決算取締役会開催日 平成１４年５月２４日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成１４年６月２７日 単元株制度採用の有無 有 (1単元 1,000株)

１．１４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１４年３月期 ９７，７０３ （ △６．１） △２，１５９ （ ― ） △２，１５８ （ ― ）

１３年３月期 １０４，０３７ （ △４．４） ３，９３４ （ ３８５.１） ４，００５ （ ３９２.１）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１４年３月期 △２１,１８１ （ ― ） △１６５ ８６ ― ― △７６.４ ― ―

１３年３月期 △２０,９４４ （ ― ） △１６３ ９９ ― ― △４３.２ ０.２ ３.９

(注) ① 期 中 平 均 株 式 数 １４年３月期 １２７,７１０,０５１ 株 1３年３月期 １２７,７１８,５０３ 株

② 会計処理方法の変更 有

③ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り の 年 間 配 当 金

中 間 期 末

配当金総額

（ 年 間 ）
配 当 性 向

株 主 資 本

配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

１４年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

１３年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１４年３月期 １,８４９,３４４ １６,７０２ ０.９ １３０ ７９

１３年３月期 ２,０５７,２４７ ３８,７１１ １.９ ３０３ １０

(注) ① 期末発行済株式数 １４年３月期 １２７,７０９,６４７ 株 1３年３月期 １２７,７１８,５０３ 株

② 期 末 自 己 株 式 数 １４年３月期 ８,８５６ 株

２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 ５０,０００ ４００ ２００ ０ ０ ― ― ― ―

通 期 １０１,０００ １,０００ ４００ ― ― ０ ０ ０ ０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３円 １３銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照してください。
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【 変更前 】

損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１２年４月 １日

至平成１３年３月３１日
) (

自 平成１３年４月 １日

至平成１４年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増 減 金 額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 104,037 ) 100.0 ( 102,407 ) 100.0 (△ 1,630 ) 98.4

総合あっせん収益 4,329 4,232 △ 97

個品あっせん収益 28,842 23,103 △ 5,738

信 用 保 証 収 益 32,009 35,615 3,605

融 資 収 益 31,987 33,564 1,576

金 融 収 益 549 640 90

（受 取 利 息） ( 290 ) ( 247 ) (△ 43 )

（そ の 他） ( 259 ) ( 392 ) ( 133 )

その他の営業収益 6,318 5,251 △ 1,067

営 業 費 用 ( 100,103 ) 96.2 ( 99,863 ) 97.5 (△ 240 ) 99.8

販売費及び一般管理費 76,805 80,143 3,338

金 融 費 用 23,297 19,719 △ 3,578

（支 払 利 息） ( 23,219 ) ( 19,707 ) (△ 3,511 )

（そ の 他） ( 78 ) ( 11 ) (△ 67 )

営 業 利 益 3,934 3.8 2,544 2.5 △ 1,390 64.7

営 業 外 収 益 ( 102 ) 0.1 ( 129 ) 0.1 ( 27 ) 127.1

雑 収 入 102 129 27

営 業 外 費 用 ( 30 ) 0.0 ( 128 ) 0.1 ( 97 ) 416.3

雑 損 失 30 128 97

経 常 利 益 4,005 3.9 2,545 2.5 △ 1,460 63.5

特 別 利 益 ( 31,666 ) 30.4 ( 102,761 ) 100.3 ( 71,094 ) 324.5

割賦利益繰延取崩額 30,694 ― △ 30,694

債 務 免 除 益 ― 99,973 99,973

そ の 他 971 2,787 1,815

特 別 損 失 ( 92,678 ) 89.1 ( 141,478 ) 138.1 ( 48,799 ) 152.7

貸倒引当金繰入額 84,018 ― △ 84,018

貸 倒 損 失 ― 138,972 138,972

そ の 他 8,660 2,505 △ 6,154

税 引 前 当 期 純 損 失 57,006 △ 54.8 36,171 △ 35.3 △ 20,834 63.5

法人税、住民税及び事業税 100 0.1 128 0.1 28 128.0

法 人 税 等 調 整 額 △ 36,162 △ 34.8 △ 15,118 △ 14.7 21,044 41.8

当 期 純 損 失 20,944 △ 20.1 21,181 △ 20.7 237 101.1

前 期 繰 越 利 益 838 ― △ 838

当 期 未 処 理 損 失 20,105 21,181 1,075
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【 変更後 】

損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１２年４月 １日

至平成１３年３月３１日
) (

自 平成１３年４月 １日

至平成１４年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増 減 金 額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 104,037 ) 100.0 ( 97,703 ) 100.0 (△ 6,333 ) 93.9

総合あっせん収益 4,329 4,232 △ 97

個品あっせん収益 28,842 23,103 △ 5,738

信 用 保 証 収 益 32,009 30,911 △ 1,098

融 資 収 益 31,987 33,564 1,576

金 融 収 益 549 640 90

（受 取 利 息） ( 290 ) ( 247 ) (△ 43 )

（そ の 他） ( 259 ) ( 392 ) ( 133 )

その他の営業収益 6,318 5,251 △ 1,067

営 業 費 用 ( 100,103 ) 96.2 ( 99,863 ) 102.2 (△ 240 ) 99.8

販売費及び一般管理費 76,805 80,143 3,338

金 融 費 用 23,297 19,719 △ 3,578

（支 払 利 息） ( 23,219 ) ( 19,707 ) (△ 3,511 )

（そ の 他） ( 78 ) ( 11 ) (△ 67 )

営 業 利 益 3,934 3.8 △2,159 △2.2 △ 6,093 ―

営 業 外 収 益 ( 102 ) 0.1 ( 129 ) 0.1 ( 27 ) 127.1

雑 収 入 102 129 27

営 業 外 費 用 ( 30 ) 0.0 ( 128 ) 0.1 ( 97 ) 416.3

雑 損 失 30 128 97

経 常 利 益 4,005 3.9 △2,158 △2.2 △ 6,163 ―

特 別 利 益 ( 31,666 ) 30.4 ( 107,464 ) 110.0 ( 75,798 ) 339.3

割賦利益繰延取崩額 30,694 ― △ 30,694

債 務 免 除 益 ― 99,973 99,973

そ の 他 971 7,491 6,520

特 別 損 失 ( 92,678 ) 89.1 ( 141,478 ) 144.8 ( 48,799 ) 152.7

貸倒引当金繰入額 84,018 ― △ 84,018

貸 倒 損 失 ― 138,972 138,972

そ の 他 8,660 2,505 △ 6,154

税 引 前 当 期 純 損 失 57,006 △ 54.8 36,171 △ 37.0 △ 20,834 63.5

法人税、住民税及び事業税 100 0.1 128 0.1 28 128.0

法 人 税 等 調 整 額 △ 36,162 △ 34.8 △ 15,118 △ 15.4 21,044 41.8

当 期 純 損 失 20,944 △ 20.1 21,181 △ 21.7 237 101.1

前 期 繰 越 利 益 838 ― △ 838

当 期 未 処 理 損 失 20,105 21,181 1,075
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【 変更前 】

［重要な会計方針］
１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満 期 保 有 目 的 債 券 ……… 償却原価法を採用しております。

(2) 子会社株式及び関連会社株式 ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

(3) そ の 他 有 価 証 券

① 時価のあるもの ……… 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。

② 時価のないもの ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

３．有形固定資産の減価償却の方法

(1) 貸与資産は、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とす

る定額法を採用しております。

(2) その他の有形固定資産は、定率法を採用しております。

ただし、アプラス東京ビル等の建物及び構築物ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。

４．無形固定資産の減価償却の方法

自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（８年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容

を検討し、必要額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

６．収益の計上基準

営業収益の計上は、次の方法によっております。

総合あっせん収益 ……… 主として残債方式により計上する方法

個品あっせん収益 ……… 主として割賦購入あっせん契約時に計上する方法

信 用 保 証 収 益 ……… 主として保証契約時に計上する方法

融 資 収 益 ……… 主として残債方式により計上する方法

７．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

い

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡
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【 変更後 】

［重要な会計方針］
１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満 期 保 有 目 的 債 券 ……… 償却原価法を採用しております。

(2) 子会社株式及び関連会社株式 ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

(3) そ の 他 有 価 証 券

① 時価のあるもの ……… 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。

② 時価のないもの ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

３．有形固定資産の減価償却の方法

(1) 貸与資産は、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とす

る定額法を採用しております。

(2) その他の有形固定資産は、定率法を採用しております。

ただし、アプラス東京ビル等の建物及び構築物ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。

４．無形固定資産の減価償却の方法

自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（８年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容

を検討し、必要額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

６．収益の計上基準
営業収益の計上基準は、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

総合あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

個品あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

信用保証(保証料契約時一括受領)……契約時一括収益認識

信用保証(保証料分割受領)……契約時約９０％収益認識、約１０％は残契約期間で定額法

（残債方式契約）

総合あっせん ……残債方式

個品あっせん ……残債方式

信用保証(保証料分割受領)……残債方式

融 資 ……残債方式

(会計処理方法の変更)

信用保証収益のうちアドオン方式の計算により保証契約時に受領金額が確定する保証料について、

期日到来のつど収益計上する方法から、中途解約に伴う減少見込額を除いて、保証契約時に一括収
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益計上する方法に変更しました。

あわせて、会計処理の統一をはかるため、平成 13 年 3 月末現在の割賦利益繰延相当額のうち中途解

約に伴う減少見込額を除いた額を取崩し、特別利益に計上しております。

この変更は信用保証取引の増加に伴い、商品内容を見直した結果、契約時に事務手続等が集中して

いることから、中途解約に伴う減少見込額を除いて、保証契約時に一括収益計上することがより合

理的であると判断したことによるものであります。

この変更により、従来の方法に比べ、営業収益は 380 百万円減少、経常損失は 380 百万円増加し、

税引前当期純損失は 4,323 百万円減少しております。

７．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

い

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡
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【 変更前 】
平成１５年５月２３日

平成１５年３月期 決算短信（連結）

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上場取引所(所属部) 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

代 表 者 役職名 取 締 役 社 長 氏名 杉 山 淳 二

問合せ先責任者 役職名 企 画 部 長 氏名 籠 谷 修 司 ＴＥＬ (06) 6245 - 7952

決算取締役会開催日 平成１５年５月２３日

米国会計基準採用の有無 無

１．１５年３月期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

（１）連結経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１５年３月期 １０６,２５５ （ １.３） ２,２６８ （ １.８） ２,４７２ （ ４.２）

１４年３月期 １０４,８８２ （ △ １.３） ２,２２９ （ △４４.５） ２,３７２ （ △４５.１）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１５年３月期 ７０６ （ ― ） １１ ０７ ２ ６９ ２.３ ０.１ ２.３

１４年３月期 △２１,２２５ （ ― ） △１６６ ２０ ― ― △７６.５ ０.１ ２.３

（注）① 持 分 法 投 資 損 益 １５年３月期 ２２４ 百万円 １４年３月期 １７１ 百万円
② 期中平均株式数(連結)

(普通株式)
１５年３月期 ６３,８４１,４３１ 株 １４年３月期 １２７,７１０,０５１ 株

③ 会計処理方法の変更 有

④ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１５年３月期 １,８７０,１２４ ４５,４６６ ２.４ ２４２ ３２

１４年３月期 １,８５０,５４４ １７,０１８ ０.９ １３３ ２６

（注）期末発行済株式数(連結)
(普通株式)

１５年３月期
１４年３月期

６３,８２８,０４０
１２７,７０９,６４７

株
株

優先株式数については、１７ページを
参照してください。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

１５年３月期 ３８,６１７ △ ６,８１８ △ ２９,８５４ ９３,１０７

１４年３月期 ８５,４２６ △ ２５０ △１１２,３６８ ９１,２５９

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 8社 持分法適用非連結子会社数 ― 社 持分法適用関連会社数 1社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規） ― 社 （除外） ― 社 持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社

２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

中 間 期 ５１,２００ １,４００ ４００

通 期 １０６,５００ ３,０００ １,１００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） １７円 ２３銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照してください。

{
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【 変更後 】

平成１５年３月期 決算短信（連結）
上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上場取引所(所属部) 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

代 表 者 役職名 取 締 役 社 長 氏名 杉 山 淳 二

問合せ先責任者 役職名 企 画 部 長 氏名 籠 谷 修 司 ＴＥＬ (06) 6245 - 7952

決算取締役会開催日 平成１５年５月２３日

米国会計基準採用の有無 無

１．１５年３月期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

（１）連結経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１５年３月期 １００，６５７ （ ０．５） △３，３２９ （ ３４．６） △３，１２５ （ ３４．１）

１４年３月期 １００，１７８ （ △５．８） △２，４７４ （ ― ） △２，３３１ （ ― ）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１５年３月期 ７０６ （ ― ） １１ ０７ ２ ６９ ２.３ ― ―

１４年３月期 △２１,２２５ （ ― ） △１６６ ２０ ― ― △７６.５ ― ―

（注）① 持 分 法 投 資 損 益 １５年３月期 ２２４ 百万円 １４年３月期 １７１ 百万円
② 期中平均株式数(連結)

(普通株式)
１５年３月期 ６３,８４１,４３１ 株 １４年３月期 １２７,７１０,０５１ 株

③ 会計処理方法の変更 有

④ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１５年３月期 １,８７０,１２４ ４５,４６６ ２.４ ２４２ ３２

１４年３月期 １,８５０,５４４ １７,０１８ ０.９ １３３ ２６

（注）期末発行済株式数(連結)
(普通株式)

１５年３月期
１４年３月期

６３,８２８,０４０
１２７,７０９,６４７

株
株

優先株式数については、１７ページを
参照してください。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

１５年３月期 ３８,６１７ △ ６,８１８ △ ２９,８５４ ９３,１０７

１４年３月期 ８５,４２６ △ ２５０ △１１２,３６８ ９１,２５９

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 8社 持分法適用非連結子会社数 ― 社 持分法適用関連会社数 1社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規） ― 社 （除外） ― 社 持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社

２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

中 間 期 ５１,２００ １,４００ ４００

通 期 １０６,５００ ３,０００ １,１００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） １７円 ２３銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照してください。

{
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【 変更前 】

経営成績および財政状態

１．経営成績

(1) 当期の概況について

当期のわが国経済は、個人消費や株式市況は引き続き低迷し、景況感も好転せず、大変厳しい状況で

推移いたしました。

このような中で当社グループでは、グループの中核をなす当社において、前年度に実施した不良債権

の抜本処理に伴なう損失を補填するために減資を実行し、毀損した自己資本を増強するため、第三者割

当による増資を行い、営業力の強化や業務効率の向上を目的とした営業店舗等の再編等、物件費や人件

費のコスト削減に取り組んでまいりました。また、経営環境の急激な変化やお客さまのニーズの多様化

に対応するために、企業理念や事業ビジョンの見直しを行い、第四次中期経営計画の基本方針を改定い

たしました。

事業戦略につきましては、従来からのコア事業である｢ショッピングクレジット事業｣、｢カード事業｣

に加え、集金代行業務を中心とする｢決済事業｣、加盟店さまを含むお客さまへの資金提供を行う｢ファイ

ナンス事業｣の４事業をコア事業と位置づけるとともに、これらを複合的に組み合わせた商品やサービス

の提供を行うソリューション営業を展開することといたしました。併せて、抜本的な機構改革を実施し、

事業別推進にウエイトをおいた体制に加え、商品やサービスの開発を推進する体制構築を行い、事業ビ

ジョンである｢リテール金融サービス開発企業｣に向け、全社一丸となって取り組んでまいりました。

新商品の開発では、平成１５年１月に、無縫製横編み機メーカー最大手の株式会社島精機製作所と提

携し、個人デザイン事務所等を対象に、同社の取扱商品の販売をバックアップするための｢ショッピング

クレジット｣と、関連諸費用の｢融資｣を組み合わせた｢ＳＯＨＯ金融支援パック｣を開発する等、お客さま

やマーケットのニーズにマッチする商品開発を積極的に行ってまいりました。

この結果、当期の業績につきましては、取扱高は、１兆５,５９９億６２百万円（前期比 ０.６％

増）となりました。営業収益はカード事業が好調に推移したことにより１,０６２億５５百万円（前期比

１.３％増）となり、営業費用は抜本的な見直しによるコスト削減を推し進めたことによる物件費等の減

少はありましたが、保有株式等の減損処理による金融費用の増加および貸倒費用の増加により全体とし

ては増加いたしましたものの、持分法適用会社であるフロンティア債権回収株式会社の業績が好調に推

移したことにより、経常利益は２４億７２百万円（前期比４.２％増）となりました。当期純利益につき

ましては、事業税の一部に外形標準課税を導入する改正を含む地方税法の公布に伴い法人税等調整額が

増加したこと等により７億６百万円（前期比 ２１９億３１百万円増）となりました。

(2) 部門別の業績について

① 総合あっせん部門

当部門につきましては、提携カードの発行枚数は順調に推移いたしましたが、利用者手数料率の低

下を主因として、総合あっせん部門の営業収益は４１億６３百万円（前期比１.６％減）となりまし

た。

② 個品あっせんおよび信用保証部門

個品あっせん部門と信用保証部門から成るショッピングクレジット事業につきましては、競争の激

化および利用者手数料率の低下および与信の厳正化等の要因により、個品あっせん部門の営業収益

は２０４億６７百万円（前期比１１.４％減）となり、信用保証部門の営業収益は３３５億７２百万

円（前期比５.７％減）となりました。

③ 融資部門

カードキャッシングなどをその主要業務とする当部門につきましては、新スコアリングシステムの

導入により収益性の高いカードキャッシングが好調に推移したことにより、融資部門の営業収益は

４０２億３９百万円（前期比１４.１％増）となりました。

④ その他部門

当部門の主要事業であります集金代行業務を中心とする決済事業につきましては、ソフトバンクグ

ループのヤフー株式会社や、国内外転勤者の留守宅管理・福利厚生代行サービス等を展開するリロ

グループ、および生協マーケット等での大口先提携等により、営業収益は７０億３３百万円（前期

比１７.０％増）となりました。

－４－



【 変更後 】

経営成績および財政状態

１．経営成績

(1) 当期の概況について

当期のわが国経済は、個人消費や株式市況は引き続き低迷し、景況感も好転せず、大変厳しい状

況で推移いたしました。

このような中で当社グループでは、グループの中核をなす当社において、前年度に実施した不良

債権の抜本処理に伴なう損失を補填するために減資を実行し、毀損した自己資本を増強するため、

第三者割当による増資を行い、営業力の強化や業務効率の向上を目的とした営業店舗等の再編等、

物件費や人件費のコスト削減に取り組んでまいりました。また、経営環境の急激な変化やお客さま

のニーズの多様化に対応するために、企業理念や事業ビジョンの見直しを行い、第四次中期経営計

画の基本方針を改定いたしました。

事業戦略につきましては、従来からのコア事業である｢ショッピングクレジット事業｣、｢カード事

業｣に加え、集金代行業務を中心とする｢決済事業｣、加盟店さまを含むお客さまへの資金提供を行う

｢ファイナンス事業｣の４事業をコア事業と位置づけるとともに、これらを複合的に組み合わせた商

品やサービスの提供を行うソリューション営業を展開することといたしました。併せて、抜本的な

機構改革を実施し、事業別推進にウエイトをおいた体制に加え、商品やサービスの開発を推進する

体制構築を行い、事業ビジョンである｢リテール金融サービス開発企業｣に向け、全社一丸となって

取り組んでまいりました。

新商品の開発では、平成１５年１月に、無縫製横編み機メーカー最大手の株式会社島精機製作所

と提携し、個人デザイン事務所等を対象に、同社の取扱商品の販売をバックアップするための

｢ショッピングクレジット｣と、関連諸費用の｢融資｣を組み合わせた｢ＳＯＨＯ金融支援パック｣を開

発する等、お客さまやマーケットのニーズにマッチする商品開発を積極的に行ってまいりました。

この結果、当期の業績につきましては、取扱高は、１兆５,５９９億６２百万円（前期比 ０.

６％増）となりました。営業収益はカード事業が好調に推移したことにより１，００６億５７百万

円（前期比０．５％増）となり、営業費用は抜本的な見直しによるコスト削減を推し進めたことに

よる物件費等の減少はありましたが、保有株式等の減損処理による金融費用の増加および貸倒費用

の増加により全体としては増加いたしましたものの、持分法適用会社であるフロンティア債権回収

株式会社の業績が好調に推移したことにより、経常損失は３１億２５百万円となりました。当期純

利益につきましては、事業税の一部に外形標準課税を導入する改正を含む地方税法の公布に伴い法

人税等調整額が増加したこと等により７億６百万円（前期比 ２１９億３１百万円増）となりました。

(2) 部門別の業績について

① 総合あっせん部門

当部門につきましては、提携カードの発行枚数は順調に推移いたしましたが、利用者手数料率

の低下を主因として、総合あっせん部門の営業収益は４１億６３百万円（前期比１.６％減）と

なりました。

② 個品あっせんおよび信用保証部門

個品あっせん部門と信用保証部門から成るショッピングクレジット事業につきましては、競争

の激化および利用者手数料率の低下および与信の厳正化等の要因により、個品あっせん部門の

営業収益は１４８億６９百万円（前期比３５．６％減）となり、信用保証部門の営業収益は３

３５億７２百万円（前期比８．６％増）となりました。

③ 融資部門

カードキャッシングなどをその主要業務とする当部門につきましては、新スコアリングシステ

ムの導入により収益性の高いカードキャッシングが好調に推移したことにより、融資部門の営

業収益は４０２億３９百万円（前期比１４.１％増）となりました。

④ その他部門
当部門の主要事業であります集金代行業務を中心とする決済事業につきましては、ソフトバンク
グループのヤフー株式会社や、国内外転勤者の留守宅管理・福利厚生代行サービス等を展開する
リログループ、および生協マーケット等での大口先提携等により、営業収益は７０億３３百万円
（前期比１７．０％増）となりました。

－４－



【 変更前 】

連 結 損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１３年４月 １日

至平成１４年３月３１日
) (

自平成１４年４月 １日

至平成１５年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増減金額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 104,882 ) 100.0 ( 106,255 ) 100.0 ( 1,373 ) 101.3

総合あっせん収益 4,232 4,163 △ 68

個品あっせん収益 23,103 20,467 △ 2,635

信 用 保 証 収 益 35,615 33,572 △ 2,042

融 資 収 益 35,280 40,239 4,959

金 融 収 益 640 777 137

（受 取 利 息） ( 247 ) ( 9 ) (△ 237 )

（そ の 他） ( 393 ) ( 767 ) ( 374 )

その他の営業収益 6,010 7,033 1,023

営 業 費 用 ( 102,652 ) 97.9 ( 103,986 ) 97.9 ( 1,334 ) 101.3

販売費及び一般管理費 82,932 83,773 841

金 融 費 用 19,719 20,212 493

（支 払 利 息） ( 19,708 ) ( 18,616 ) (△ 1,091 )

（そ の 他） ( 11 ) ( 1,596 ) ( 1,585 )

営 業 利 益 2,229 2.1 2,268 2.1 39 101.8

営 業 外 収 益 ( 271 ) 0.3 ( 336 ) 0.3 ( 65 ) 124.0

持 分 法 投 資 利 益 171 224 53

雑 収 入 100 112 11

営 業 外 費 用 ( 128 ) 0.1 ( 132 ) 0.1 ( 4 ) 103.3

雑 損 失 128 132 4

経 常 利 益 2,372 2.3 2,472 2.3 100 104.2

特 別 利 益 ( 102,717 ) 97.9 ( ― ) ― (△ 102,717 ) 0.0

債 務 免 除 益 99,973 ― △ 99,973

そ の 他 2,743 ― △ 2,743

特 別 損 失 ( 141,478 ) 134.9 ( ― ) ― (△ 141,478 ) 0.0

貸 倒 損 失 138,972 ― △ 138,972

そ の 他 2,505 ― △ 2,505

税金等調整前当期純利益 △ 36,388 △ 34.7 2,472 2.3 38,861 ―

法人税、住民税及び事業税 199 0.2 169 0.1 △ 30 84.8

法 人 税 等 調 整 額 △ 15,363 △ 14.6 1,596 1.5 16,959 ―

当 期 純 利 益 △ 21,225 △ 20.3 706 0.7 21,931 ―

－９－



【 変更後 】

連 結 損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１３年４月 １日

至平成１４年３月３１日
) (

自平成１４年４月 １日

至平成１５年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増減金額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 100,178 ) 100.0 ( 100,657 ) 100.0 ( 479 ) 100.5

総合あっせん収益 4,232 4,163 △ 68

個品あっせん収益 23,103 14,869 △ 5,417

信 用 保 証 収 益 30,911 33,572 2,660

融 資 収 益 35,280 40,239 4,959

金 融 収 益 640 777 137

（受 取 利 息） ( 247 ) ( 9 ) (△ 237 )

（そ の 他） ( 393 ) ( 767 ) ( 374 )

その他の営業収益 6,010 7,033 1,023

営 業 費 用 ( 102,652 ) 102.5 ( 103,986 ) 103.3 ( 1,334 ) 101.3

販売費及び一般管理費 82,932 83,773 841

金 融 費 用 19,719 20,212 493

（支 払 利 息） ( 19,708 ) ( 18,616 ) (△ 1,091 )

（そ の 他） ( 11 ) ( 1,596 ) ( 1,585 )

営 業 利 益 △2,474 △2.5 △3,329 3.3 △ 855 134.6

営 業 外 収 益 ( 271 ) 0.3 ( 336 ) 0.3 ( 65 ) 124.0

持 分 法 投 資 利 益 171 224 53

雑 収 入 100 112 11

営 業 外 費 用 ( 128 ) 0.1 ( 132 ) 0.1 ( 4 ) 103.3

雑 損 失 128 132 4

経 常 利 益 △2,331 △2.3 △3,125 3.1 △ 794 134.1

特 別 利 益 ( 107,420 ) 107.2 ( 5,598 ) 5.6 (△ 101,822 ) 5.2

債 務 免 除 益 99,973 ― △ 99,973

そ の 他 7,446 5,598 △ 2,743

特 別 損 失 ( 141,478 ) 141.2 ( ― ) ― (△ 141,478 ) 0.0

貸 倒 損 失 138,972 ― △ 138,972

そ の 他 2,505 ― △ 2,505

税金等調整前当期純利益 △ 36,388 △ 36.3 2,472 2.5 38,861 ―

法人税、住民税及び事業税 199 0.2 169 0.2 △ 30 84.8

法 人 税 等 調 整 額 △ 15,363 △ 15.3 1,596 1.6 16,959 ―

当 期 純 利 益 △ 21,225 △ 21.2 706 0.7 21,931 ―

－９－



【 変更前 】

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用してお

ります。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引

および金利スワップ取引を選択する方針であり、当期においては、借入金を対象に金利オプショ

ン取引および金利スワップ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行って

おります。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 収益の計上基準

営業収益の計上基準は、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

総合あっせん ……主として残債方式により計上する方法

個品あっせん ……主として割賦購入あっせん契約時に計上する方法

信用保証収益 ……主として保証契約時に計上する方法

融資収益 ……主として残債方式により計上する方法

② 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年

間で均等償却を行っております。

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について当期中に確定した利益処分に基づいて作成しており

ます。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっております。

［会計処理方法の変更］

１．当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用しており

ます。これによる当期の損益に与える影響はありません。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当期における連結貸借対照表の資本の部および連結剰余金計算書につ

いては、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。

２．当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

これによる影響はありません。
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【 変更後 】

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用してお

ります。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引

および金利スワップ取引を選択する方針であり、当期においては、借入金を対象に金利オプショ

ン取引および金利スワップ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行って

おります。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 収益の計上基準

営業収益の計上基準は、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

総合あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

個品あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

信用保証(保証料契約時一括受領)……契約時一括収益認識

信用保証(保証料分割受領)……契約時約９０％収益認識、約１０％は残契約期間で定額法

（残債方式契約）

総合あっせん ……残債方式

個品あっせん ……残債方式

信用保証(保証料分割受領)……残債方式

融 資 ……残債方式

(会計処理方法の変更)

個品あっせん（残債方式）に係る割賦購入あっせん収益について、返済期日の到来の都度、収

益に計上する方法から、金利等の未経過期間に係る部分を除いて、割賦購入あっせん契約時に

収益計上する方法に変更しました。
あわせて、会計処理の統一をはかるため、平成14年3月末現在の割賦利益繰延相当額のうち金利等の未経過期間に
係る部分を除いて取崩し、特別利益に計上しております。
この変更は当連結会計年度において、個品あっせん（残債方式）の取扱中止を方針決定したことから、今後関連す
る費用が僅少となるため、費用収益対応の観点から金利等の未経過期間に係る部分を除いて、割賦購入あっせん契
約時に収益計上することがより合理的であると判断したことによるものであります。
この変更により、従来の方法に比べ、営業収益、経常利益はそれぞれ100百万円減少し、税金等調整前当期純利益
は5,498百万円増加しております。

なお、上記の個品あっせん(残債方式)の取扱中止を当連結会計年度末に方針決定したので、当中間連結会計期間に

おきましては、従来の方法によっております。従いまして、変更後の方法によった場合と比較して、当中間連結会

計期間の税金等調整前中間純利益は5,508百万円増加しております。

② 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年

間で均等償却を行っております。

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について当期中に確定した利益処分に基づいて作成しており

ます。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっております。

－１３－①



［会計処理方法の変更］

１．当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用しており

ます。これによる当期の損益に与える影響はありません。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当期における連結貸借対照表の資本の部および連結剰余金計算書につ

いては、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。

２．当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

これによる影響はありません。

－１３－②



【 変更前 】

平成１５年５月２３日

平成１５年３月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上場取引所(所属部) 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

代 表 者 役職名 取 締 役 社 長 氏名 杉 山 淳 二

問合せ先責任者 役職名 企 画 部 長 氏名 籠 谷 修 司 ＴＥＬ (06) 6245 - 7952

決算取締役会開催日 平成１５年５月２３日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成１５年６月２７日 単元株制度採用の有無 有 (1単元 500株)

１．１５年３月期の業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１５年３月期 １０３,６３４ （ １.２） ２,１０５ （ △１７.２） ２,１０９ （ △１７.１）

１４年３月期 １０２,４０７ （ △ １.６） ２,５４４ （ △３５.３） ２,５４５ （ △３６.５）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１５年３月期 ４１８ （ ― ） ６ ５６ １ ５９ １.３ ０.１ ２.０

１４年３月期 △２１,１８１ （ ― ） △１６５ ８６ ― ― △７６.４ ０.１ ２.５

(注) ① 期 中 平 均 株 式 数
(普通株式)

１５年３月期 ６３,８４１,４３１ 株 １４年３月期 １２７,７１０,０５１ 株

② 会計処理方法の変更 有
③ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り の 年 間 配 当 金

中 間 期 末

配当金総額

（ 年 間 ）
配 当 性 向

株 主 資 本

配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

１５年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

１４年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１５年３月期 １,８６６,４９５ ４５,４６４ ２.４ ２４２ ２８

１４年３月期 １,８４９,３４４ １６,７０２ ０.９ １３０ ７９

(注) ① 期末発行済株式数
(普通株式)

１５年３月期
１４年３月期

６３,８２８,０４０
１２７,７０９,６４７

株
株

優先株式数については、１７ページを
参照してください。

② 期 末 自 己 株 式 数
(普通株式)

１５年３月期
１４年３月期

３１,２１１
８,８５６

株
株

２．１６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 ５１,０００ １,２００ ３００ ０ ０ ― ― ― ―

通 期 １０６,０００ ２,５００ ６００ ― ― ０ ０ ０ ０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ９円 ４０銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照してください。

{

{

－１９－



【 変更後 】

平成１５年３月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上場取引所(所属部) 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

代 表 者 役職名 取 締 役 社 長 氏名 杉 山 淳 二

問合せ先責任者 役職名 企 画 部 長 氏名 籠 谷 修 司 ＴＥＬ (06) 6245 - 7952

決算取締役会開催日 平成１５年５月２３日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成１５年６月２７日 単元株制度採用の有無 有 (1単元 500株)

１．１５年３月期の業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１５年３月期 ９８，０３６ （ ０．３） △３，４９２ （ ― ） △３，４８８ （ ― ）

１４年３月期 ９７，７０３ （ △６．１） △２，１５９ （ ― ） △２，１５８ （ ― ）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１５年３月期 ４１８ （ ― ） ６ ５６ １ ５９ １.３ ― ―

１４年３月期 △２１,１８１ （ ― ） △１６５ ８６ ― ― △７６.４ ― ―

(注) ① 期 中 平 均 株 式 数
(普通株式)

１５年３月期 ６３,８４１,４３１ 株 １４年３月期 １２７,７１０,０５１ 株

② 会計処理方法の変更 有
③ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り の 年 間 配 当 金

中 間 期 末

配当金総額

（ 年 間 ）
配 当 性 向

株 主 資 本

配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

１５年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

１４年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１５年３月期 １,８６６,４９５ ４５,４６４ ２.４ ２４２ ２８

１４年３月期 １,８４９,３４４ １６,７０２ ０.９ １３０ ７９

(注) ① 期末発行済株式数
(普通株式)

１５年３月期
１４年３月期

６３,８２８,０４０
１２７,７０９,６４７

株
株

優先株式数については、１７ページを
参照してください。

② 期 末 自 己 株 式 数
(普通株式)

１５年３月期
１４年３月期

３１,２１１
８,８５６

株
株

２．１６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 ５１,０００ １,２００ ３００ ０ ０ ― ― ― ―

通 期 １０６,０００ ２,５００ ６００ ― ― ０ ０ ０ ０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ９円 ４０銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照してください。

{

{
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【 変更前 】

損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１３年４月 １日

至平成１４年３月３１日
) (

自 平成１４年４月 １日

至平成１５年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増 減 金 額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 102,407 ) 100.0 ( 103,634 ) 100.0 ( 1,227 ) 101.2

総合あっせん収益 4,232 4,163 △ 68

個品あっせん収益 23,103 20,467 △ 2,635

信 用 保 証 収 益 35,615 33,572 △ 2,042

融 資 収 益 33,564 38,308 4,744

金 融 収 益 640 777 137

（受 取 利 息） ( 247 ) ( 9 ) (△ 237 )

（そ の 他） ( 392 ) ( 767 ) ( 374 )

その他の営業収益 5,251 6,344 1,092

営 業 費 用 ( 99,863 ) 97.5 ( 101,529 ) 98.0 ( 1,666 ) 101.7

販売費及び一般管理費 80,143 81,359 1,215

金 融 費 用 19,719 20,169 450

（支 払 利 息） ( 19,707 ) ( 18,572 ) (△ 1,134 )

（そ の 他） ( 11 ) ( 1,596 ) ( 1,585 )

営 業 利 益 2,544 2.5 2,105 2.0 △ 438 82.8

営 業 外 収 益 ( 129 ) 0.1 ( 137 ) 0.1 ( 7 ) 105.7

雑 収 入 129 137 7

営 業 外 費 用 ( 128 ) 0.1 ( 132 ) 0.1 ( 4 ) 103.3

雑 損 失 128 132 4

経 常 利 益 2,545 2.5 2,109 2.0 △ 435 82.9

特 別 利 益 ( 102,761 ) 100.3 ( ― ) ― (△ 102,761 ) 0.0

債 務 免 除 益 99,973 ― △ 99,973

そ の 他 2,787 ― △ 2,787

特 別 損 失 ( 141,478 ) 138.1 ( ― ) ― (△ 141,478 ) 0.0

貸 倒 損 失 138,972 ― △ 138,972

そ の 他 2,505 ― △ 2,505

税 引 前 当 期 純 利 益 △ 36,171 △ 35.3 2,109 2.0 38,281 ―

法人税、住民税及び事業税 128 0.1 100 0.1 △ 28 78.1

法 人 税 等 調 整 額 △ 15,118 △ 14.7 1,591 1.5 16,709 ―

当 期 純 利 益 △ 21,181 △ 20.7 418 0.4 21,600 ―

前 期 繰 越 損 失 ― 16,156 16,156

減資による繰越損失補填額 ― 16,150 16,150

当 期 未 処 分 利 益 △ 21,181 412 21,593

－２２－



【 変更後 】

損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１３年４月 １日

至平成１４年３月３１日
) (

自 平成１４年４月 １日

至平成１５年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増 減 金 額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 97,703 ) 100.0 ( 98,036 ) 100.0 ( 332 ) 101.2

総合あっせん収益 4,232 4,163 △ 68

個品あっせん収益 23,103 14,869 △ 8,233

信 用 保 証 収 益 30,911 33,572 △ 2,660

融 資 収 益 33,564 38,308 4,744

金 融 収 益 640 777 137

（受 取 利 息） ( 247 ) ( 9 ) (△ 237 )

（そ の 他） ( 392 ) ( 767 ) ( 374 )

その他の営業収益 5,251 6,344 1,092

営 業 費 用 ( 99,863 ) 102.2 ( 101,529 ) 103.6 ( 1,666 ) 101.7

販売費及び一般管理費 80,143 81,359 1,215

金 融 費 用 19,719 20,169 450

（支 払 利 息） ( 19,707 ) ( 18,572 ) (△ 1,134 )

（そ の 他） ( 11 ) ( 1,596 ) ( 1,585 )

営 業 利 益 △ 2,159 △2.2 △ 3,492 △3.6 △ 1,333 ―

営 業 外 収 益 ( 129 ) 0.1 ( 137 ) 0.1 ( 7 ) 105.7

雑 収 入 129 137 7

営 業 外 費 用 ( 128 ) 0.1 ( 132 ) 0.1 ( 4 ) 103.3

雑 損 失 128 132 4

経 常 利 益 △ 2,158 △2.2 △ 3,488 △3.6 △ 1,330 ―

特 別 利 益 ( 107,464 ) 110.0 ( 5,598 ) 5.7 (△ 101,866 ) 5.2

債 務 免 除 益 99,973 ― △ 99,973

そ の 他 7,491 5,598 △ 1,892

特 別 損 失 ( 141,478 ) 144.8 ( ― ) ― (△ 141,478 ) 0.0

貸 倒 損 失 138,972 ― △ 138,972

そ の 他 2,505 ― △ 2,505

税 引 前 当 期 純 利 益 △ 36,171 △ 37.0 2,109 2.1 38,281 ―

法人税、住民税及び事業税 128 0.1 100 0.1 △ 28 78.1

法 人 税 等 調 整 額 △ 15,118 △ 15.4 1,591 1.6 16,709 ―

当 期 純 利 益 △ 21,181 △ 21.7 418 0.4 21,600 ―

前 期 繰 越 損 失 ― 16,156 16,156

減資による繰越損失補填額 ― 16,150 16,150

当 期 未 処 分 利 益 △ 21,181 412 21,593

－２２－



【 変更前 】

［重要な会計方針］
１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満 期 保 有 目 的 債 券 ……… 償却原価法を採用しております。

(2) 子会社株式及び関連会社株式 ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

(3) そ の 他 有 価 証 券

① 時価のあるもの ……… 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。

② 時価のないもの ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

３．有形固定資産の減価償却の方法

(1) 貸与資産は、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とする定額法を採用
しております。

(2) その他の有形固定資産は、定率法を採用しております。
ただし、アプラス東京ビル等の建物及び構築物ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）

については、定額法を採用しております。

４．無形固定資産の減価償却の方法

自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（８年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を検討し、必要

額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上しております。

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡

７．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引および金利スワッ

プ取引を選択する方針であり、当期においては、借入金を対象に金利オプション取引および金利スワップ取引を

実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行っております。

８．収益の計上基準

営業収益の計上は、次の方法によっております。

営業収益の計上基準は、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

総合あっせん ……主として残債方式により計上する方法

個品あっせん ……主として割賦購入あっせん契約時に計上する方法

信用保証収益 ……主として保証契約時に計上する方法

融資収益 ……主として残債方式により計上する方法
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【 変更後 】

［重要な会計方針］
１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満 期 保 有 目 的 債 券 ……… 償却原価法を採用しております。

(2) 子会社株式及び関連会社株式 ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

(3) そ の 他 有 価 証 券

① 時価のあるもの ……… 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。

② 時価のないもの ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

３．有形固定資産の減価償却の方法

(1) 貸与資産は、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とする定額法を採用
しております。

(2) その他の有形固定資産は、定率法を採用しております。
ただし、アプラス東京ビル等の建物及び構築物ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）

については、定額法を採用しております。

４．無形固定資産の減価償却の方法

自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（８年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を検討し、必要

額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上しております。

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡

７．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引および金利スワッ

プ取引を選択する方針であり、当期においては、借入金を対象に金利オプション取引および金利スワップ取引を

実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行っております。

８．収益の計上基準

営業収益の計上基準は、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

総合あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

個品あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

信用保証(保証料契約時一括受領)……契約時一括収益認識

信用保証(保証料分割受領)……契約時約９０％収益認識、約１０％は残契約期間で定額法

（残債方式契約）

総合あっせん ……残債方式

個品あっせん ……残債方式

信用保証(保証料分割受領)……残債方式

融 資 ……残債方式
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(会計処理方法の変更)
個品あっせん（残債方式）に係る割賦購入あっせん収益について、返済期日の到来の都度、収益を
計上する方法から、金利等の未経過期間に係る部分を除いて、割賦購入あっせん契約時に収益計上
する方法に変更しております。
あわせて、会計処理の統一をはかるため、平成 14 年 3 月末現在の割賦利益繰延相当額のうち金利等
の未経過期間に係る部分を除いて取崩し、特別利益に計上しております。
この変更は当期において、個品あっせん（残債方式）の取扱中止を方針決定したことから、今後関
連する費用が僅少となるため、費用収益対応の観点から金利等の未経過期間に係る部分を除いて、
割賦購入あっせん契約時に収益計上することがより合理的であると判断したことによるものであり
ます。
この変更により、従来の方法に比べ、営業収益、経常利益はそれぞれ 100 百万円減少し、税引前当
期純利益は 5,498 百万円増加しております。

なお、上記の個品あっせん(残債方式)の取扱中止を当期末に方針決定したので、当中間会計期間

におきましては、従来の方法によっております。従いまして、変更後の方法によった場合と比較し

て、当中間会計期間の税引前中間純利益は 5,508 百万円増加しております。
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【 変更前 】
平成１６年５月２１日

平成１６年３月期 決算短信（連結）

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上場取引所(所属部) 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

代 表 者 役職名 取 締 役 社 長 氏名 杉 山 淳 二

問合せ先責任者 役職名 執行役員企画部長 氏名 籠 谷 修 司 ＴＥＬ (06) 6245 - 7952

決算取締役会開催日 平成１６年５月２１日

米国会計基準採用の有無 無

１．１６年３月期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

（１）連結経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１６年３月期 １０７,０９５ （ ０.８） ３,４３８ （ ５１.６） ３,９０８ （ ５８.１）

１５年３月期 １０６,２５５ （ １.３） ２,２６８ （ １.８） ２,４７２ （ ４.２）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１６年３月期 １,４８３ （ １０９．８） ２３ ２４ ５ ６４ ３.１ ０.２ ３.６

１５年３月期 ７０６ （ ― ） １１ ０７ ２ ６９ ２.３ ０.１ ２.３

（注）① 持 分 法 投 資 損 益 １６年３月期 ４４７ 百万円 １５年３月期 ２２４ 百万円
② 期中平均株式数(連結)

(普通株式)
１６年３月期 ６３,８２４,２１３ 株 １５年３月期 ６３,８４１,４３１ 株

③ 会計処理方法の変更 無

④ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１６年３月期 １,８４１,９４７ ５０,７５２ ２.８ ３２５ １８

１５年３月期 １,８７０,１２４ ４５,４６６ ２.４ ２４２ ３２

（注）期末発行済株式数(連結)
(普通株式)

１６年３月期
１５年３月期

６３,８２０,３８７
６３,８２８,０４０

株
株

優先株式数については、１８ページを
参照してください。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

１６年３月期 ５７,５２０ △ ７,２９５ △ ５６,６１５ ８６,８２５

１５年３月期 ３８,６１７ △ ６,８１８ △ ２９,８５４ ９３,１０７

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 7社 持分法適用非連結子会社数 ― 社 持分法適用関連会社数 1社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規） 1社 （除外） 2社 持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社

２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

中 間 期 ５３,６００ ２,１００ １,２００

通 期 １０８,０００ ４,５００ ２,５００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３９円 １７銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の７ページを参照してください。

{
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【 変更後 】
平成１６年５月２１日

平成１６年３月期 決算短信（連結）

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上場取引所(所属部) 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

代 表 者 役職名 取 締 役 社 長 氏名 杉 山 淳 二

問合せ先責任者 役職名 執行役員企画部長 氏名 籠 谷 修 司 ＴＥＬ (06) 6245 - 7952

決算取締役会開催日 平成１６年５月２１日

米国会計基準採用の有無 無

１．１６年３月期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

（１）連結経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１６年３月期 １０７，３０８ （ ６．６） ３，６５２ （ ― ） ４，１２１ （ ― ）

１５年３月期 １００，６５７ （ ０．５） △３，３２９ （ ― ） △３，１２５ （ ― ）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１６年３月期 １,４８３ （ １０９．８） ２３ ２４ ５ ６４ ３.１ ０．２ ３．８

１５年３月期 ７０６ （ ― ） １１ ０７ ２ ６９ ２.３ ― ―

（注）① 持 分 法 投 資 損 益 １６年３月期 ４４７ 百万円 １５年３月期 ２２４ 百万円
② 期中平均株式数(連結)

(普通株式)
１６年３月期 ６３,８２４,２１３ 株 １５年３月期 ６３,８４１,４３１ 株

③ 会計処理方法の変更 無

④ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１６年３月期 １,８４１,９４７ ５０,７５２ ２.８ ３２５ １８

１５年３月期 １,８７０,１２４ ４５,４６６ ２.４ ２４２ ３２

（注）期末発行済株式数(連結)
(普通株式)

１６年３月期
１５年３月期

６３,８２０,３８７
６３,８２８,０４０

株
株

優先株式数については、１８ページを
参照してください。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

１６年３月期 ５７,５２０ △ ７,２９５ △ ５６,６１５ ８６,８２５

１５年３月期 ３８,６１７ △ ６,８１８ △ ２９,８５４ ９３,１０７

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 7社 持分法適用非連結子会社数 ― 社 持分法適用関連会社数 1社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規） 1社 （除外） 2社 持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社

２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

中 間 期 ５３,６００ ２,１００ １,２００

通 期 １０８,０００ ４,５００ ２,５００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３９円 １７銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の７ページを参照してください。

{
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【 変更前 】

経営成績および財政状態

１．経営成績

(1) 当期の概況について

当期のわが国経済は、設備投資の増加や企業収益の改善等、緩やかな回復基調に移行する兆

しは見られたものの、景気の本格的な回復には至りませんでした。

当業界を取り巻く環境につきましても、個人消費は改善せず、個人の自己破産件数が引き続

き高水準で推移する等、厳しい状況で推移いたしました。

このような中でグループの中核をなす当社は、当期において平成１６年度を最終年度とする

第四次中期経営計画『 アプラス革新計画 New Challenge 』の達成に向け、本経営計画の基

本方針「事業の革新」「現場発信のスピード溢れる業務展開」「開発型企業風土への変革」に

基づく諸施策を実施してまいりました。

「事業の革新」につきましては、平成１５年４月に当社グループの消費者金融会社であった

株式会社アプラスプラザおよび小口の事業者向け金融会社であった株式会社アプラスビジネ

スクレジットの２社を当社に吸収合併し、子会社で培ったノウハウ等を一元化することにより、

カード事業およびファイナンス事業の強化をはかってまいりました。さらに、同年８月には、

従来のカード事業を「ＴＳＵＴＡＹＡアプラスカード」に代表される提携カードを中心とする

「カード事業」と、キャッシング専用のローンカードを中心とする｢消費者金融事業｣に分離す

ることで、コア事業を「ショッピングクレジット事業」「カード事業」「消費者金融事業」「決

済事業」「ファイナンス事業」とし、各事業の営業および商品開発の更なる強化をはかるとと

もに、コア事業の多彩な商品や機能等を複合的に組み合わせた新たな商品やサービスの開発を

強化し、お客さまの多様なニーズにお応えする「ソリューション営業」の推進に取り組んでま

いりました。

「現場発信のスピード溢れる業務展開」につきましては、営業店舗の形態の見直し等を行い

「ソリューション営業」の推進により特化できる体制といたしました。これに伴い、従来営業

店で対応しておりました申込受付や与信等の後方事務処理を担当するクレジットセンターを

仙台、大宮および船橋の３ヵ所に新設し、既存の名古屋・福岡を加えた全国５ヵ所体制といた

しました。

「開発型企業風土への変革」につきましては、発案した社員が中心となって新商品や新規事

業等の開発チームを組成し、新規事業等の開発を積極的に推し進め、開発型企業風土の醸成に

取り組んでまいりました。これらの活動の成果といたしましては、新規事業として平成１５年

４月１０日付で自動車関連事業会社であるパシフィック・オート・トレーディング株式会社

を設立いたしました。また、新商品や新サービスとして「ショッピングクレジット事業」にお

きましては信販業界では初となる失業信用費用保険が付帯されたリフォームクレジットや賃

貸物件のリフォーム工事全般に対応可能な「アプラスオーナーズクレジット」の開発、「カー

ド事業」におきましてはお客さまへのサービス提供の更なる充実をはかるための新たなマーケ

ティングシステムの導入、「消費者金融事業」におきましては株式会社ＵＦＪ銀行等のＡＴＭ

で随時返済が可能な新型ローンカード｢ＮＥＷスピリッツ Ａカード｣の発行開始、「決済事業」

におきましてはインターネット環境を利用した１件からの集金代行に対応可能な新サービス

「アプラスｅ集金サービス」等を開発いたしました。

この結果、当期の業績につきましては、取扱高は１兆７,２３０億１４百万円（前期比

１０.５％増）となりました。営業収益はカード事業、消費者金融事業および決済事業が好調

に推移したことにより１,０７０億９５百万円（前期比０.８％増）となり、経常利益はコア事

業が好調に推移したことに伴う物件費や貸倒費用等の増加はありましたが、引き続きコスト削

減を推し進めたことにより営業費用は前期比減少するとともに、持分法適用会社であるフロン

ティア債権回収株式会社の業績が好調に推移したこと等により、３９億８百万円（前期比５８.

１％増）となりました。当期純利益につきましては厚生年金基金の代行部分の返上等による特

別利益の計上がありましたが、希望退職者募集等による特別損失の計上や事業税の一部に外形

標準課税が導入されることに伴う実効税率の変更による法人税等調整額の増加により、１４億

８３百万円（前期比１０９.８％増）となりました。

－５－



【 変更後 】

経営成績および財政状態

１．経営成績

(1) 当期の概況について

当期のわが国経済は、設備投資の増加や企業収益の改善等、緩やかな回復基調に移行する兆

しは見られたものの、景気の本格的な回復には至りませんでした。

当業界を取り巻く環境につきましても、個人消費は改善せず、個人の自己破産件数が引き続

き高水準で推移する等、厳しい状況で推移いたしました。

このような中でグループの中核をなす当社は、当期において平成１６年度を最終年度とする

第四次中期経営計画『 アプラス革新計画 New Challenge 』の達成に向け、本経営計画の基

本方針「事業の革新」「現場発信のスピード溢れる業務展開」「開発型企業風土への変革」に

基づく諸施策を実施してまいりました。

「事業の革新」につきましては、平成１５年４月に当社グループの消費者金融会社であった

株式会社アプラスプラザおよび小口の事業者向け金融会社であった株式会社アプラスビジネ

スクレジットの２社を当社に吸収合併し、子会社で培ったノウハウ等を一元化することにより、

カード事業およびファイナンス事業の強化をはかってまいりました。さらに、同年８月には、

従来のカード事業を「ＴＳＵＴＡＹＡアプラスカード」に代表される提携カードを中心とする

「カード事業」と、キャッシング専用のローンカードを中心とする｢消費者金融事業｣に分離す

ることで、コア事業を「ショッピングクレジット事業」「カード事業」「消費者金融事業」「決

済事業」「ファイナンス事業」とし、各事業の営業および商品開発の更なる強化をはかるとと

もに、コア事業の多彩な商品や機能等を複合的に組み合わせた新たな商品やサービスの開発を

強化し、お客さまの多様なニーズにお応えする「ソリューション営業」の推進に取り組んでま

いりました。

「現場発信のスピード溢れる業務展開」につきましては、営業店舗の形態の見直し等を行い

「ソリューション営業」の推進により特化できる体制といたしました。これに伴い、従来営業

店で対応しておりました申込受付や与信等の後方事務処理を担当するクレジットセンターを

仙台、大宮および船橋の３ヵ所に新設し、既存の名古屋・福岡を加えた全国５ヵ所体制といた

しました。

「開発型企業風土への変革」につきましては、発案した社員が中心となって新商品や新規事

業等の開発チームを組成し、新規事業等の開発を積極的に推し進め、開発型企業風土の醸成に

取り組んでまいりました。これらの活動の成果といたしましては、新規事業として平成１５年

４月１０日付で自動車関連事業会社であるパシフィック・オート・トレーディング株式会社

を設立いたしました。また、新商品や新サービスとして「ショッピングクレジット事業」にお

きましては信販業界では初となる失業信用費用保険が付帯されたリフォームクレジットや賃

貸物件のリフォーム工事全般に対応可能な「アプラスオーナーズクレジット」の開発、「カー

ド事業」におきましてはお客さまへのサービス提供の更なる充実をはかるための新たなマーケ

ティングシステムの導入、「消費者金融事業」におきましては株式会社ＵＦＪ銀行等のＡＴＭ

で随時返済が可能な新型ローンカード｢ＮＥＷスピリッツ Ａカード｣の発行開始、「決済事業」

におきましてはインターネット環境を利用した１件からの集金代行に対応可能な新サービス

「アプラスｅ集金サービス」等を開発いたしました。

この結果、当期の業績につきましては、取扱高は１兆７,２３０億１４百万円（前期比

１０.５％増）となりました。営業収益はカード事業、消費者金融事業および決済事業が好調

に推移したことにより１,０７３億８百万円（前期比６．６％増）となり、経常利益はコア事

業が好調に推移したことに伴う物件費や貸倒費用等の増加はありましたが、引き続きコスト削

減を推し進めたことにより営業費用は前期比減少するとともに、持分法適用会社であるフロン

ティア債権回収株式会社の業績が好調に推移したこと等により、４１億２１百万円となりまし

た。当期純利益につきましては厚生年金基金の代行部分の返上等による特別利益の計上があり

ましたが、希望退職者募集等による特別損失の計上や事業税の一部に外形標準課税が導入され

ることに伴う実効税率の変更による法人税等調整額の増加により、１４億８３百万円（前期比

１０９.８％増）となりました。

－５－



【 変更前 】

(2) 部門別の業績について

① 総合あっせん部門

本部門の主要事業でありますカードショッピングを主業務とするカード事業におきまして

は、発行枚数が１２０万枚を突破いたしました「ＴＳＵＴＡＹＡアプラスカード」等の提

携カードを中心にクレジットカードの発行が好調に推移したこと等を受け、カードショッ

ピングの取扱高が前期比大幅に増加したこと等により、総合あっせん部門の営業収益は４

６億２１百万円（前期比１１.０％増）となりました。

② 個品あっせんおよび信用保証部門

本部門の主要事業でありますショッピングクレジット事業におきましては、継続して提携

ローンへのシフトを推進し、金利リスクへの対応力を高めてまいりました。営業収益につ

きましては、引き続き与信の厳正化に取り組むとともに、競争の激化による利用者手数料

率が低下いたしましたこと等により、個品あっせん部門の営業収益は１６０億８５百万円

（前期比２１.４％減）となり、信用保証部門の営業収益は、ほぼ前期並みの３３５億

５７百万円となりました。

③ 融資部門

本部門の主要事業でありますカードキャッシングやローンカードを主業務とする消費者金

融事業およびファイナンス事業におきましては、提携カードの発行が好調に推移したこと

等を受け、カードキャッシング残高が順調に推移いたしましたこと等により、融資部門の

営業収益は４３６億２５百万円（前期比８.４％増）となりました。

④ その他部門

本部門の主要事業であります集金代行業務を主業務とする決済事業におきましては、イン

ターネット関連および住宅関連マーケット等での大口先の稼動等により、取扱高および取

扱件数は前期比大幅に増加いたしました。これにより決済事業の営業収益は順調に推移い

たしましたが、決済事業以外の営業収益が減少いたしましたこと等により、その他部門の

営業収益は５５億４０百万円（前期比２１.２％減）となりました。

(3) 当期の主な実施施策等について

① 厚生年金基金の代行部分の返上

平成１５年７月２５日付で厚生労働大臣より厚生年金基金の代行部分の将来分支給義務免

除の認可を受けました。これにより、厚生年金基金の代行部分の返上益として２０億

３４百万円の特別利益を計上いたしました。

② 希望退職者募集

第四次中期経営計画の達成をより確実なものとするために、構造改革を推し進め、人材の

活性化を含めた企業体質の改善をはかる目的で希望退職者１００名を募集いたしました

（最終退職者：１１６名 退職日：平成１５年９月３０日）。これに係る特別退職金とし

て１３億４７百万円の特別損失を計上いたしました。

③ 人件費・物件費関連

人件費は、希望退職者の募集や人員効率の向上および職務給の比重を高めた給与体系の見

直し等により、前期比１０億５６百万円減の１５６億７６百万円となりました。

物件費等は、店舗関連費用等の固定費等、全般について更なる見直しを行ってまいりまし

たが、コア事業の業績が順調に推移いたしましたことに伴う物件費の増加により、前期比

８２百万円増の２６０億８９百万円となりました。

④ 貸倒費用関連

当期の貸倒引当金繰入額は、前期比２６億６６百万円増の４３６億９９百万円となりまし

た。

個人の自己破産件数が高水準で推移する中、全国信用情報センター連合会（全情連）傘下

の情報センターへのショッピングクレジットのオンライン照会および登録を開始する等、

与信強化に取り組んでまいりました。

－６－



【 変更後 】

(2) 部門別の業績について

① 総合あっせん部門

本部門の主要事業でありますカードショッピングを主業務とするカード事業におきまして

は、発行枚数が１２０万枚を突破いたしました「ＴＳＵＴＡＹＡアプラスカード」等の提

携カードを中心にクレジットカードの発行が好調に推移したこと等を受け、カードショッ

ピングの取扱高が前期比大幅に増加したこと等により、総合あっせん部門の営業収益は４

５億６０百万円（前期比９．５％増）となりました。

② 個品あっせんおよび信用保証部門

本部門の主要事業でありますショッピングクレジット事業におきましては、継続して提携

ローンへのシフトを推進し、金利リスクへの対応力を高めてまいりました。個品あっせん

部門の営業収益は１６３億６０百万円（前期比７．４％増）となり、信用保証部門の営業

収益は、ほぼ前期並みの３３５億５７百万円となりました。

③ 融資部門

本部門の主要事業でありますカードキャッシングやローンカードを主業務とする消費者金

融事業およびファイナンス事業におきましては、提携カードの発行が好調に推移したこと

等を受け、カードキャッシング残高が順調に推移いたしましたこと等により、融資部門の

営業収益は４３６億２５百万円（前期比８.４％増）となりました。

④ その他部門

本部門の主要事業であります集金代行業務を主業務とする決済事業におきましては、イン

ターネット関連および住宅関連マーケット等での大口先の稼動等により、取扱高および取

扱件数は前期比大幅に増加いたしました。これにより決済事業の営業収益は順調に推移い

たしましたが、決済事業以外の営業収益が減少いたしましたこと等により、その他部門の

営業収益は５５億４０百万円（前期比２１.２％減）となりました。

(3) 当期の主な実施施策等について

① 厚生年金基金の代行部分の返上

平成１５年７月２５日付で厚生労働大臣より厚生年金基金の代行部分の将来分支給義務免

除の認可を受けました。これにより、厚生年金基金の代行部分の返上益として２０億

３４百万円の特別利益を計上いたしました。

② 希望退職者募集

第四次中期経営計画の達成をより確実なものとするために、構造改革を推し進め、人材の

活性化を含めた企業体質の改善をはかる目的で希望退職者１００名を募集いたしました

（最終退職者：１１６名 退職日：平成１５年９月３０日）。これに係る特別退職金とし

て１３億４７百万円の特別損失を計上いたしました。

③ 人件費・物件費関連

人件費は、希望退職者の募集や人員効率の向上および職務給の比重を高めた給与体系の見

直し等により、前期比１０億５６百万円減の１５６億７６百万円となりました。

物件費等は、店舗関連費用等の固定費等、全般について更なる見直しを行ってまいりまし

たが、コア事業の業績が順調に推移いたしましたことに伴う物件費の増加により、前期比

８２百万円増の２６０億８９百万円となりました。

④ 貸倒費用関連

当期の貸倒引当金繰入額は、前期比２６億６６百万円増の４３６億９９百万円となりまし

た。

個人の自己破産件数が高水準で推移する中、全国信用情報センター連合会（全情連）傘下

の情報センターへのショッピングクレジットのオンライン照会および登録を開始する等、

与信強化に取り組んでまいりました。

－６－



【 変更前 】

連 結 損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１４年４月 １日

至平成１５年３月３１日
) (

自平成１５年４月 １日

至平成１６年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増減金額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 106,255 ) 100.0 ( 107,095 ) 100.0 ( 840 ) 100.8

総合あっせん収益 4,163 4,621 457

個品あっせん収益 20,467 16,085 △ 4,382

信 用 保 証 収 益 33,572 33,557 △ 15

融 資 収 益 40,239 43,625 3,385

金 融 収 益 777 3,664 2,887

（受 取 利 息） ( 9 ) ( 8 ) ( △ 1 )

（そ の 他） ( 767 ) ( 3,656 ) ( 2,888 )

その他の営業収益 7,033 5,540 △ 1,493

営 業 費 用 ( 103,986 ) 97.9 ( 103,656 ) 96.8 ( △ 330 ) 99.7

販売費及び一般管理費 83,773 85,465 1,691

金 融 費 用 20,212 18,191 △ 2,021

（支 払 利 息） ( 18,616 ) ( 17,658 ) ( △ 957 )

（そ の 他） ( 1,596 ) ( 532 ) ( △ 1,063 )

営 業 利 益 2,268 2.1 3,438 3.2 1,170 151.6

営 業 外 収 益 ( 336 ) 0.3 ( 562 ) 0.5 ( 225 ) 167.0

持 分 法 投 資 利 益 224 447 223

雑 収 入 112 114 2

営 業 外 費 用 ( 132 ) 0.1 ( 92 ) 0.1 ( △ 40 ) 69.7

雑 損 失 132 92 △ 40

経 常 利 益 2,472 2.3 3,908 3.6 1,435 158.1

特 別 利 益 ( ― ) ― ( 2,434 ) 2.3 ( 2,434 ) ―

厚 生 年 金 基 金
代 行 部 分 返 上 益

― 2,034 2,034

個人情報流出事故
損 害 賠 償 金

― 400 400

特 別 損 失 ( ― ) ― ( 2,033 ) 1.9 ( 2,033 ) ―

特 別 退 職 金 ― 1,347 1,347

構 造 改 革 費 用 ― 426 426

個人情報流出事故損失 ― 208 208

そ の 他 ― 50 50

税金等調整前当期純利益 2,472 2.3 4,309 4.0 1,836 174.3

法人税、住民税及び事業税 169 0.1 85 0.1 △ 84 50.2

法 人 税 等 調 整 額 1,596 1.5 2,740 2.5 1,144 171.7

当 期 純 利 益 706 0.7 1,483 1.4 776 209.8

－１０－



【 変更後 】

連 結 損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１４年４月 １日

至平成１５年３月３１日
) (

自平成１５年４月 １日

至平成１６年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増減金額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 100,657 ) 100.0 ( 107,308 ) 100.0 ( 6,651 ) 106.6

総合あっせん収益 4,163 4,560 396

個品あっせん収益 14,869 16,360 △ 1,490

信 用 保 証 収 益 33,572 33,557 △ 15

融 資 収 益 40,239 43,625 3,385

金 融 収 益 777 3,664 2,887

（受 取 利 息） ( 9 ) ( 8 ) ( △ 1 )

（そ の 他） ( 767 ) ( 3,656 ) ( 2,888 )

その他の営業収益 7,033 5,540 △ 1,393

営 業 費 用 ( 103,986 ) 103.3 ( 103,656 ) 96.6 ( △ 330 ) 99.7

販売費及び一般管理費 83,773 85,465 1,691

金 融 費 用 20,212 18,191 △ 2,021

（支 払 利 息） ( 18,616 ) ( 17,658 ) ( △ 957 )

（そ の 他） ( 1,596 ) ( 532 ) ( △ 1,063 )

営 業 利 益 △3,329 △3.3 3,652 3.4 6,981 ―

営 業 外 収 益 ( 336 ) 0.3 ( 562 ) 0.5 ( 225 ) 167.0

持 分 法 投 資 利 益 224 447 223

雑 収 入 112 114 2

営 業 外 費 用 ( 132 ) 0.1 ( 92 ) 0.1 ( △ 40 ) 69.7

雑 損 失 132 92 △ 40

経 常 利 益 △3,125 △3.1 4,121 3.8 7,247 ―

特 別 利 益 ( 5,598 ) 5.6 ( 2,434 ) 2.3 ( △3,164 ) 43.5

厚 生 年 金 基 金
代 行 部 分 返 上 益

― 2,034 2,034

個人情報流出事故
損 害 賠 償 金

― 400 400

割賦利益繰延相当計上額 5,598 ― ― △ 5,598

特 別 損 失 ( ― ) ― ( 2,246 ) 2.1 ( 2,246 ) ―

特 別 退 職 金 ― 1,347 1,347

構 造 改 革 費 用 ― 426 426

そ の 他 ― 472 472

税金等調整前当期純利益 2,472 2.5 4,309 4.0 1,836 174.3

法人税、住民税及び事業税 169 0.2 85 0.1 △ 84 50.2

法 人 税 等 調 整 額 1,596 1.6 2,740 2.5 1,144 171.7

当 期 純 利 益 706 0.7 1,483 1.4 776 209.8

－１０－



【 変更前 】

（追加情報）

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 15

年 7 月 25 日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。

これに伴い当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第 13 号）第 47－2 項に定める経過措置を適用し、当該認可の日

において代行部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理

しております。

本処理に伴い損益に与えた影響額については、（退職給付関係）注記事項に記載してお

ります。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用し

ております。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション

取引および金利スワップ取引を選択する方針であり、当期においては、借入金を対象に金利

オプション取引および金利スワップ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、

行っております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 収益の計上基準

営業収益の計上は、次の方法によっております。

総合あっせん収益 ……… 主として残債方式により計上する方法

個品あっせん収益 ……… 主として割賦購入あっせん契約時に計上する方法

信 用 保 証 収 益 ……… 主として保証契約時に計上する方法

融 資 収 益 ……… 主として残債方式により計上する方法

② 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、5

年間で均等償却を行っております。

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について当期中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から 3ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっており

ます。

－１４－



【 変更後 】

（追加情報）

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 15

年 7 月 25 日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。

これに伴い当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第 13 号）第 47－2 項に定める経過措置を適用し、当該認可の日

において代行部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理

しております。

本処理に伴い損益に与えた影響額については、（退職給付関係）注記事項に記載してお

ります。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用し

ております。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション

取引および金利スワップ取引を選択する方針であり、当期においては、借入金を対象に金利

オプション取引および金利スワップ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、

行っております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 営業収益の計上基準
営業収益の計上基準は、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

総合あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

個品あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

信用保証(保証料契約時一括受領)……契約時一括収益認識

信用保証(保証料分割受領)……契約時約９０％収益認識、約１０％は残契約期間で定額法

（残債方式契約）

総合あっせん ……残債方式

個品あっせん ……残債方式

信用保証(保証料分割受領)……残債方式

融 資 ……残債方式

② 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、5

年間で均等償却を行っております。

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について当期中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から 3ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっており

ます。

－１４－



【 変更前 】

平成１６年５月２１日

平成１６年３月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上場取引所(所属部) 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

代 表 者 役職名 取 締 役 社 長 氏名 杉 山 淳 二

問合せ先責任者 役職名 執行役員企画部長 氏名 籠 谷 修 司 ＴＥＬ (06) 6245 - 7952

決算取締役会開催日 平成１６年５月２１日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成１６年６月２９日 単元株制度採用の有無 有 (1単元 500株)

１．１６年３月期の業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１６年３月期 １０６,６０４ （ ２.９） ３,０２６ （ ４３.７） ３,０５４ （ ４４.８）

１５年３月期 １０３,６３４ （ １.２） ２,１０５ （ △１７.２） ２,１０９ （ △１７.１）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１６年３月期 ７５３ （ ８０．０） １１ ８１ ２ ８６ １.６ ０.２ ２.９

１５年３月期 ４１８ （ ― ） ６ ５６ １ ５９ １.３ ０.１ ２.０

(注) ① 期 中 平 均 株 式 数
(普通株式)

１６年３月期 ６３,８２４,２１３ 株 １５年３月期 ６３,８４１,４３１ 株

② 会計処理方法の変更 無
③ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り の 年 間 配 当 金

中 間 期 末

配当金総額

（ 年 間 ）
配 当 性 向

株 主 資 本

配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

１６年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

１５年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１６年３月期 １,８３８,３５６ ４９,５２７ ２.７ ３０５ ９８

１５年３月期 １,８６６,４９５ ４５,４６４ ２.４ ２４２ ２８

(注) ① 期末発行済株式数
(普通株式)

１６年３月期
１５年３月期

６３,８２０,３８７
６３,８２８,０４０

株
株

優先株式数については、１８ページを
参照してください。

② 期 末 自 己 株 式 数
(普通株式)

１６年３月期
１５年３月期

３８,８６４
３１,２１１

株
株

２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 ５３,５００ １,７００ ９００ 未 定 ― ― ― ―

通 期 １０７,５００ ３,５００ １,８００ ― ― 未 定 未 定

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ２８円 ２０銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の７ページを参照してください。

{

{

－２０－



【 変更後 】

平成１６年５月２１日

平成１６年３月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名 株式会社 ア プ ラ ス 上場取引所(所属部) 大証(市場第一部)

コ ー ド 番 号 ８５８９ 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ http://www.aplus.co.jp)

代 表 者 役職名 取 締 役 社 長 氏名 杉 山 淳 二

問合せ先責任者 役職名 執行役員企画部長 氏名 籠 谷 修 司 ＴＥＬ (06) 6245 - 7952

決算取締役会開催日 平成１６年５月２１日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成１６年６月２９日 単元株制度採用の有無 有 (1単元 500株)

１．１６年３月期の業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１６年３月期 １０６，８１８ （ ９．０） ３，２３９ （ ― ） ３，２６７ （ ― ）

１５年３月期 ９８，０３６ （ ０．３） △３，４９２ （ ― ） △３，４８８ （ ― ）

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１６年３月期 ７５３ （ ８０．０） １１ ８１ ２ ８６ １.６ ０．２ ３．０

１５年３月期 ４１８ （ ― ） ６ ５６ １ ５９ １.３ ― ―

(注) ① 期 中 平 均 株 式 数
(普通株式)

１６年３月期 ６３,８２４,２１３ 株 １５年３月期 ６３,８４１,４３１ 株

② 会計処理方法の変更 無
③ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り の 年 間 配 当 金

中 間 期 末

配当金総額

（ 年 間 ）
配 当 性 向

株 主 資 本

配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

１６年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

１５年３月期 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ―

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１６年３月期 １,８３８,３５６ ４９,５２７ ２.７ ３０５ ９８

１５年３月期 １,８６６,４９５ ４５,４６４ ２.４ ２４２ ２８

(注) ① 期末発行済株式数
(普通株式)

１６年３月期
１５年３月期

６３,８２０,３８７
６３,８２８,０４０

株
株

優先株式数については、１８ページを
参照してください。

② 期 末 自 己 株 式 数
(普通株式)

１６年３月期
１５年３月期

３８,８６４
３１,２１１

株
株

２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 ５３,５００ １,７００ ９００ 未 定 ― ― ― ―

通 期 １０７,５００ ３,５００ １,８００ ― ― 未 定 未 定

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ２８円 ２０銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の７ページを参照してください。

{

{

－２０－



【 変更前 】

損 益 計 算 書

前 期 当 期

(
自平成１４年４月 １日

至平成１５年３月３１日
) (

自平成１５年４月 １日

至平成１６年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

増 減 金 額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 103,634 ) 100.0 ( 106,604 ) 100.0 ( 2,970 ) 102.9

総合あっせん収益 4,163 4,621 457

個品あっせん収益 20,467 16,085 △ 4,382

信 用 保 証 収 益 33,572 33,557 △ 15

融 資 収 益 38,308 43,625 5,316

金 融 収 益 777 3,658 2,881

（受 取 利 息） ( 9 ) ( 8 ) ( △ 1 )

（そ の 他） ( 767 ) ( 3,650 ) ( 2,882 )

その他の営業収益 6,344 5,055 △ 1,288

営 業 費 用 ( 101,529 ) 98.0 ( 103,578 ) 97.2 ( 2,049 ) 102.0

販売費及び一般管理費 81,359 85,340 3,980

金 融 費 用 20,169 18,238 △ 1,931

（支 払 利 息） ( 18,572 ) ( 17,625 ) ( △ 947 )

（そ の 他） ( 1,596 ) ( 612 ) ( △ 984 )

営 業 利 益 2,105 2.0 3,026 2.8 920 143.7

営 業 外 収 益 ( 137 ) 0.1 ( 120 ) 0.1 ( △ 16 ) 87.9

雑 収 入 137 120 △ 16

営 業 外 費 用 ( 132 ) 0.1 ( 92 ) 0.0 ( △ 40 ) 69.7

雑 損 失 132 92 △ 40

経 常 利 益 2,109 2.0 3,054 2.9 944 144.8

特 別 利 益 ( ― ) ― ( 2,434 ) 2.2 ( 2,434 ) ―

厚 生 年 金 基 金
代 行 部 分 返 上 益

― 2,034 2,034

個人情報流出事故
損 害 賠 償 金

― 400 400

特 別 損 失 ( ― ) ― ( 2,033 ) 1.9 ( 2,033 ) ―

特 別 退 職 金 ― 1,347 1,347

構 造 改 革 費 用 ― 426 426

個人情報流出事故損失 ― 208 208

そ の 他 ― 50 50

税 引 前 当 期 純 利 益 2,109 2.0 3,454 3.2 1,345 163.8

法人税、住民税及び事業税 100 0.1 103 0.1 3 103.0

法 人 税 等 調 整 額 1,591 1.5 2,598 2.4 1,007 163.3

当 期 純 利 益 418 0.4 753 0.7 334 180.0

前 期 繰 越 利 益 △ 16,156 412 16,568

減資による繰越損失補填額 16,150 ― △ 16,150

合併に伴う未処分利益受入額 ― 44 44

当 期 未 処 分 利 益 412 1,210 798

－２３－



【 変更後 】

損 益 計 算 書
前 期 当 期

(
自平成１４年４月 １日

至平成１５年３月３１日
) (

自平成１５年４月 １日

至平成１６年３月３１日
)

期 別

科 目 金 額 百 分 比 金 額 百分比

増 減 金 額
対 前
期 比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 98,036 ) 100.0 ( 106,818 ) 100.0 ( 8,781 ) 109.0

総合あっせん収益 4,163 4,560 396

個品あっせん収益 14,869 16,360 △ 1,490

信 用 保 証 収 益 33,572 33,557 △ 15

融 資 収 益 38,308 43,625 5,316

金 融 収 益 777 3,658 2,881

（受 取 利 息） ( 9 ) ( 8 ) ( △ 1 )

（そ の 他） ( 767 ) ( 3,650 ) ( 2,882 )

その他の営業収益 6,344 5,055 △1,288

営 業 費 用 ( 101,529 ) 103.6 ( 103,578 ) 97.0 ( 2,049 ) 102.0

販売費及び一般管理費 81,359 85,340 3,980

金 融 費 用 20,169 18,238 △ 1,931

（支 払 利 息） ( 18,572 ) ( 17,625 ) ( △ 947 )

（そ の 他） ( 1,596 ) ( 612 ) ( △ 984 )

営 業 利 益 △3,492 3,239 3.0 6,732 ―

営 業 外 収 益 ( 137 ) 0.1 ( 120 ) 0.1 ( △ 16 ) 87.9

雑 収 入 137 120 △ 16

営 業 外 費 用 ( 132 ) 0.1 ( 92 ) 0.1 ( △ 40 ) 69.7

雑 損 失 132 92 △ 40

経 常 利 益 △3,488 3.6 3,267 3.0 6,755 ―

特 別 利 益 ( 5,598 ) 5.7 ( 2,434 ) 2.3 ( 3,163 ) 43.5

厚 生 年 金 基 金
代 行 部 分 返 上 益

― 2,034 2,034

個人情報流出事故
損 害 賠 償 金

― 400 400

割賦利益繰延相当計上額 5,598 ― △ 5,598

特 別 損 失 ( ― ) ― ( 2,246 ) 2.1 ( 2,246 ) ―

特 別 退 職 金 ― 1,347 1,347

構 造 改 革 費 用 ― 426 426

そ の 他 ― 472 472

税 引 前 当 期 純 利 益 2,109 2.1 3,454 3.2 1,345 163.8

法人税、住民税及び事業税 100 0.1 103 0.1 3 103.0

法 人 税 等 調 整 額 1,591 1.6 2,598 2.4 1,007 163.3

当 期 純 利 益 418 0.4 753 0.7 334 180.0

前 期 繰 越 利 益 △ 16,156 412 16,568

減資による繰越損失補填額 16,150 ― △ 16,150

合併に伴う未処分利益受入額 ― 44 44

当 期 未 処 分 利 益 412 1,210 798

△3.6

－２３－



【 変更前 】

７．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用してお

ります。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引

および金利スワップ取引を選択する方針であり、当期においては、借入金を対象に金利オプショ

ン取引および金利スワップ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行って

おります。

８．収益の計上基準

営業収益の計上は、次の方法によっております。

総合あっせん収益 ……… 主として残債方式により計上する方法

個品あっせん収益 ……… 主として割賦購入あっせん契約時に計上する方法

信 用 保 証 収 益 ……… 主として保証契約時に計上する方法

融 資 収 益 ……… 主として残債方式により計上する方法

９．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、5 年間

で均等償却を行っております。

［注 記］
（貸 借 対 照 表 関 係）

（前 期） （当 期）

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,474 百万円 3,985 百万円

２．担 保 に 供 し て い る 資 産 212,528 百万円 215,066 百万円

３．保 証 債 務 残 高 249,698 百万円 210,617 百万円

（税 効 果 会 計 関 係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(平成15年3月31日現在) (平成16年3月31日現在)

（繰延税金資産）

貸倒引当金損金算入限度超過額 34,262 百万円 34,949 百万円

繰 越 欠 損 金 8,494 ―

そ の 他 7,697 12,190

合 計 50,455 47,140

（繰延税金負債）

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 1,484

繰延税金資産の純額 45,655

２．法人税等の税率変更による繰延税金資産の金額の修正について

法定実効税率の変更により、繰延税金資産の金額が 996 百万円減少し、費用計上された法人税

等調整額の金額 1,018 百万円増加しております。

－２６－



【 変更後 】
７．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引および金利

スワップ取引を選択する方針であり、当期においては、借入金を対象に金利オプション取引および金利スワッ

プ取引を実施しております。

有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行っております。

８．収益の計上基準

営業収益の計上基準は、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

総合あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

個品あっせん ……契約時約７０％収益認識、約３０％は残契約期間で７・８分法

信用保証(保証料契約時一括受領)……契約時一括収益認識

信用保証(保証料分割受領)……契約時約９０％収益認識、約１０％は残契約期間で定額法

（残債方式契約）

総合あっせん ……残債方式

個品あっせん ……残債方式

信用保証(保証料分割受領)……残債方式

融 資 ……残債方式

９．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、5 年間で均等償却

を行っております。

［注 記］
（貸 借 対 照 表 関 係）

（前 期） （当 期）

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,474 百万円 3,985 百万円

２．担 保 に 供 し て い る 資 産 212,528 百万円 215,066 百万円

３．保 証 債 務 残 高 249,698 百万円 210,617 百万円

（税 効 果 会 計 関 係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(平成15年3月31日現在) (平成16年3月31日現在)

（繰延税金資産）

貸倒引当金損金算入限度超過額 34,262 百万円 34,949 百万円

繰 越 欠 損 金 8,494 ―

そ の 他 7,697 12,190

合 計 50,455 47,140

（繰延税金負債）

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 1,484

繰延税金資産の純額 45,655

２．法人税等の税率変更による繰延税金資産の金額の修正について

法定実効税率の変更により、繰延税金資産の金額が 996 百万円減少し、費用計上された法人税

等調整額の金額 1,018 百万円増加しております。

－２６－


